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令和４年度予算について 

令和４年度は、コロナ禍にあっても歩みを止めることなく社会環境の変化に

即応した効果的かつ効率的な行財政運営に取り組むとともに、第10次厚木市総

合計画に掲げる将来都市像「自分らしさ輝く 希望と幸せあふれる 元気なま

ち あつぎ」の実現に向け、六つのまちづくりのビジョンに位置付ける施策を

着実に推進してまいります。 

令和４年度当初予算については、第10次総合計画に掲げる重点項目を積極的

に推進することとし、特に、通学路の安全対策に集中的に取り組む、「交通死

亡事故ゼロへの前進」、浸水対策等をより一層強化する、「防災・減災のまちへ

の前進」、2050年二酸化炭素排出実質ゼロに向けた、「カーボンニュートラル実

現への前進」、コンパクト・プラス・ネットワーク型の都市づくりを推進する、

「人にやさしい都市への前進」、さらに、総合計画を着実に推進させる、「将来

都市像実現への前進」の“五つの前進”を最重要事項として、市民の皆様と共

に培い育んできた市民協働という大きな推進力で、将来を見据え、力強く前に

進む、『あつぎの元気前進予算』として編成しました。 

予算の規模については、一般会計と特別会計（公営企業会計を含む。）を合

わせた予算総額が過去最大の1,591億7,980万8千円となり、前年度との比較で

は、69億4,972万7千円、4.6％の増となります。 

一般会計については、過去最大の936億円となり、前年度との比較では、64

億円、7.3％の増となります。

また、特別会計については、公営企業会計を含む六つの予算総額は655億

7,980万8千円となり、前年度との比較では、5億4,972万7千円、0.8％の増とな

っています。 

市民の皆様からお預かりした大切な財源を市民サービスとして最大限還元

するため、「選択と集中」の観点から事業の見直しを行い、限りある財源を効

果的に活用するなど、健全財政の堅持に最大限配慮し、徹底した行財政改革を

推進してまいります。 
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予算の総額
（単位：千円・％）

※ 病院事業会計及び公共下水道事業会計は、支出予定額です。

※ 用地国債分は、国に代わって、あらかじめ厚木秦野道路(国道246号バイパス)の事業用地の取得を行い、

国がその用地を後年度に再取得するものです。

一般会計予算の年度別比較
（単位：千円・％）

※ 表上段は、歳入歳出とも構成比を示す。

※ 義務的経費とは、人件費、扶助費及び公債費をいう。

４ 93,600,000 7.3
59.2 40.8 46.1 12.2 41.7

55,314,572 38,285,428 43,174,451 11,375,815 39,049,734

1,445,632

137,992

1,550,300

10.2 10.2

82,510

▲ 104,668

差　額
（Ａ）－（Ｂ）

7,559,750 7,234,736 325,014 4.5

159,179,808 152,230,081

12,792,000 12,709,490

構成比

14.1

58.8 57.3

13.8

令和４年度

21,957,000 21,443,000

93,600,000

計

公
営
企
業
会
計

87,200,000

22,337,079

3.31,375,437

0.6

後 期 高 齢 者
医 療 事 業

公 共 用 地
取 得 事 業

▲ 8.7

病 院 事 業

公共下水道
事 業

4.3

比較増減

▲ 104,563

105

2.4514,000

対前年度
増減比

7.3

４年度 ３年度

令和４年度予算の概要

303,000 2.2 2.13,558,000 3,255,000

▲ 6.2

9.3特

別

会

計

国 民 健 康
保 険 事 業

1.0 1.1

27.2計 43,242,729 41,867,292 27.5

6,400,000

1,583,729 1,688,292

会　計　区　分

一　般　会　計

投資的経費

介護保険事業

令和３年度

8.3

6.0 6.9

歳     出

▲ 825,710

6,949,727

6,624,713

34.1 50.3

15.2

100.0 100.0

4.6

14.0▲ 3.6

4.6

その他
40.1

29
65.9

53,313,791
0.380,800,000

27,486,209 40,676,048 7,721,946 32,402,006

9.6

30 86,200,000 6.7
61.3 38.7 47.8 14.9 37.3

52,943,259 33,256,741 41,199,214 12,818,091 32,182,695

合　　計（Ａ）

義務的経費

純　　計（Ｂ）

本 来 分
用地国債分

138,097

663,000

23,162,789

依存財源

16,144,000 15,481,000

対前年度
増減比年度

自主財源

9,545,079 10,453,299 ▲ 908,220

144,995,345

予 算 額
歳     入

151,620,058

53,220,325 33,079,675 42,385,697 9,802,149 34,112,154

59.9 40.1 49.2 10.1 40.7

52,224,310 34,975,690

元 86,300,000 0.1
61.6 38.4 49.1 11.3 39.6

３ 87,200,000 1.5
42,878,052 8,818,719 35,503,229

２ 85,900,000 ▲ 0.5
61.9 38.1 49.6

0.1

▲ 6.8

0.1

0.9

0.1

1.0

8.0

10.5 39.9

53,132,848 32,767,152 42,588,817 9,065,768 34,245,415
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一般会計





１  歳  入

(1) 款別内訳

5 市 税 42,176,036 40,805,198 1,370,838 3.4 45.1 46.8

10 地 方 譲 与 税 520,210 510,000 10,210 2.0 0.6 0.6

15 利 子 割 交 付 金 18,000 33,000 ▲ 15,000 ▲ 45.5 0.0 0.0

18 配 当 割 交 付 金 180,000 171,000 9,000 5.3 0.2 0.2

21
株 式 等 譲 渡
所 得 割 交 付 金

161,000 185,000 ▲ 24,000 ▲ 13.0 0.2 0.2

23
法 人 事 業 税
交 付 金

922,600 803,000 119,600 14.9 1.0 0.9

24
地 方 消 費 税
交 付 金

5,469,000 5,148,000 321,000 6.2 5.8 5.9

27
ゴ ル フ 場 利 用 税
交 付 金

134,000 138,000 ▲ 4,000 ▲ 2.9 0.1 0.2

31
環 境 性 能 割
交 付 金

118,000 122,000 ▲ 4,000 ▲ 3.3 0.1 0.1

33 地 方 特 例 交 付 金 203,000 569,000 ▲ 366,000 ▲ 64.3 0.2 0.7

35 地 方 交 付 税 30,000 30,000 0 0.0 0.0 0.0

40
交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

37,000 37,000 0 0.0 0.0 0.0

45
分 担 金 及 び
負 担 金

341,272 355,724 ▲ 14,452 ▲ 4.1 0.4 0.4

50
使 用 料 及 び
手 数 料

1,376,343 1,415,982 ▲ 39,639 ▲ 2.8 1.5 1.6

55 国 庫 支 出 金 15,895,493 14,483,429 1,412,064 9.7 17.0 16.6

60 県 支 出 金 5,719,425 5,462,561 256,864 4.7 6.1 6.3

65 財 産 収 入 280,867 216,042 64,825 30.0 0.3 0.3

70 寄 附 金 1,100,000 1,000,000 100,000 10.0 1.2 1.2

75 繰 入 金 4,566,887 3,088,526 1,478,361 47.9 4.9 3.5

80 繰 越 金 1,600,000 1,600,000 0 0.0 1.7 1.8

85 諸 収 入 3,873,167 3,742,838 130,329 3.5 4.1 4.3

90 市 債 8,877,700 7,283,700 1,594,000 21.9 9.5 8.4

93,600,000 87,200,000 6,400,000 7.3 100.0 100.0

令和４年度一般会計予算

構成比

３年度
対前年度
増減比 ４年度

 (単位：千円・％)　

合  計

令和４年度款  別 令和３年度 比較増減
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(2) 財源構造分析

55,314,572 52,224,310 3,090,262 5.9 59.2 59.9

市 税 42,176,036 40,805,198 1,370,838 3.4 45.1 46.8

分 担 金 及 び
負 担 金

341,272 355,724 ▲ 14,452 ▲ 4.1 0.4 0.4

使 用 料 及 び
手 数 料

1,376,343 1,415,982 ▲ 39,639 ▲ 2.8 1.5 1.6

財 産 収 入 280,867 216,042 64,825 30.0 0.3 0.3

寄 附 金 1,100,000 1,000,000 100,000 10.0 1.2 1.2

繰 入 金 4,566,887 3,088,526 1,478,361 47.9 4.9 3.5

繰 越 金 1,600,000 1,600,000 0 0.0 1.7 1.8

諸 収 入 3,873,167 3,742,838 130,329 3.5 4.1 4.3

38,285,428 34,975,690 3,309,738 9.5 40.8 40.1

地 方 譲 与 税 520,210 510,000 10,210 2.0 0.6 0.6

利 子 割 交 付 金 18,000 33,000 ▲ 15,000 ▲ 45.5 0.0 0.0

配 当 割 交 付 金 180,000 171,000 9,000 5.3 0.2 0.2

株 式 等 譲 渡
所 得 割 交 付 金

161,000 185,000 ▲ 24,000 ▲ 13.0 0.2 0.2

法 人 事 業 税
交 付 金

922,600 803,000 119,600 14.9 1.0 0.9

地 方 消 費 税
交 付 金

5,469,000 5,148,000 321,000 6.2 5.8 5.9

ゴ ル フ 場 利 用 税
交 付 金

134,000 138,000 ▲ 4,000 ▲ 2.9 0.1 0.2

環 境 性 能 割
交 付 金

118,000 122,000 ▲ 4,000 ▲ 3.3 0.1 0.1

地 方 特 例 交 付 金 203,000 569,000 ▲ 366,000 ▲ 64.3 0.2 0.7

地 方 交 付 税 30,000 30,000 0 0.0 0.0 0.0

交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

37,000 37,000 0 0.0 0.0 0.0

国 庫 支 出 金 15,895,493 14,483,429 1,412,064 9.7 17.0 16.6

県 支 出 金 5,719,425 5,462,561 256,864 4.7 6.1 6.3

市 債 8,877,700 7,283,700 1,594,000 21.9 9.5 8.4

93,600,000 87,200,000 6,400,000 7.3 100.0 100.0

自 主 財 源

依 存 財 源

 (単位：千円・％)　

款  別 令和４年度 令和３年度 比較増減
対前年度
増減比

構成比

４年度 ３年度

合  計
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 (3) 市税内訳
  (単位：千円・％)　

39,722,458 38,435,588 1,286,870 94.2 94.2

　市  民  税 17,038,269 16,549,201 489,068 40.4 40.6

個    人 14,375,894 14,249,385 126,509 34.1 34.9

現年度分 14,250,000 14,130,000 120,000 33.8 34.6

滞納繰越分 125,894 119,385 6,509 0.3 0.3

法    人 2,662,375 2,299,816 362,559 6.3 5.7

現年度分 2,649,000 2,266,000 383,000 6.3 5.6

滞納繰越分 13,375 33,816 ▲ 20,441 0.0 0.1

　固定資産税 20,282,507 19,520,206 762,301 48.1 47.8

現年度分 20,198,095 19,420,386 777,709 47.9 47.6

土　　地 7,836,095 7,734,386 101,709 18.6 19.0

家　　屋 8,871,000 8,331,000 540,000 21.0 20.4

償却資産 3,398,000 3,262,000 136,000 8.1 8.0

交 付 金 93,000 93,000 0 0.2 0.2

滞納繰越分 84,412 99,820 ▲ 15,408 0.2 0.2

　軽自動車税 518,887 493,116 25,771 1.2 1.2

現年度分 513,230 487,646 25,584 1.2 1.2

環境性能割 43,300 40,747 2,553 0.1 0.1

種　別　割 469,930 446,899 23,031 1.1 1.1

滞納繰越分 5,657 5,470 187 0.0 0.0

　市たばこ税 1,882,795 1,873,065 9,730 4.5 4.6

2,453,578 2,369,610 83,968 5.8 5.8

　入  湯  税 2,205 2,378 ▲ 173 0.0 0.0

　都市計画税 2,451,373 2,367,232 84,141 5.8 5.8

現年度分 2,440,795 2,356,029 84,766 5.8 5.8

滞納繰越分 10,578 11,203 ▲ 625 0.0 0.0

42,176,036 40,805,198 1,370,838 100.0 100.0

現年度分 41,936,118 40,535,502 1,400,616 99.4 99.3

滞納繰越分※ 239,918 269,696 ▲ 29,778 0.6 0.7

※市たばこ税、入湯税の滞納繰越分を含みます。

合 計

税       目 令和４年度 令和３年度 比 較 増 減

普 通 税

目 的 税

対前年度
増減比

構成比

４年度 ３年度

3.3

3.0

0.9

0.8

5.5

15.8

16.9

▲ 60.4

3.9

4.0

1.3

6.5

4.2

0.0

▲ 15.4

5.2

5.2

3.4

0.5

3.5

6.3

5.2

3.5

▲ 11.0

▲ 7.3

3.6

3.6

▲ 5.6

3.4

-9-



（歳入総額） （単位：百万円）

（市税内訳）

個人

14,376

34.1%

法人

2,662

6.3%

市民税

17,038

40.4％

都市計画税

2,451

5.8％市たばこ税

1,883

4.5％

その他

521

1.2％

市税総額

42,176

市税

42,176

45.1%

繰入金

4,567

4.9%

繰越金

1,600

1.7%

諸収入

3,873

4.1%

その他

3,099 3.4%

国庫支出金

15,895 17.0%

市債

8,878 9.5%

県支出金

5,719 6.1%

地方消費税交付金

5,469 5.8%

その他

2,324

2.4%

自主財源

55,315

59.2%
依存財源

38,285

40.8%

歳入総額

93,600

固定資産税

20,283

48.1％
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２  歳  出

(1) 目的別
　    (単位：千円・％)　

５  議  会  費 459,263 468,427 ▲ 9,164 ▲ 2.0 0.5 0.5

10  総  務  費 9,434,244 9,771,072 ▲ 336,828 ▲ 3.4 10.1 11.2

15  民  生  費 36,461,737 34,755,812 1,705,925 4.9 38.9 39.9

20  衛  生  費 10,662,450 9,791,970 870,480 8.9 11.4 11.2

25  労  働  費 213,710 229,333 ▲ 15,623 ▲ 6.8 0.2 0.3

30  農林水産業費 740,777 711,793 28,984 0.8 0.8

35  商  工  費 3,119,462 3,199,523 ▲ 80,061 ▲ 2.5 3.3 3.7

40  土  木  費 11,351,706 11,007,355 344,351 3.1 12.1 12.6

45  消  防  費 3,526,848 4,063,944 ▲ 537,096 ▲ 13.2 3.8 4.7

50  教  育  費 12,329,086 7,762,442 4,566,644 58.8 13.2 8.9

60  公  債  費 5,200,717 5,338,329 ▲ 137,612 ▲ 2.6 5.6 6.1

70  予  備  費 100,000 100,000 0 0.0 0.1 0.1

93,600,000 87,200,000 6,400,000 7.3 100.0 100.0合      計

款        別 令和４年度

4.1

構成比

４年度 ３年度
令和３年度 比較増減

対前年度
増減比
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(2) 性質別

67,237,972 65,482,683 1,755,289 71.8 75.1

16,626,545 17,152,281 ▲ 525,736 17.8 19.7

16,653,371 15,953,868 699,503 17.8 18.3

1,260,949 1,133,000 127,949 1.3 1.3

21,347,189 20,387,442 959,747 22.8 23.4

11,349,918 10,856,092 493,826 12.1 12.4

11,375,815 8,818,719 2,557,096 12.2 10.1

補　助　事　業 1,806,804 969,671 837,133 2.0 1.1

単　独　事　業 9,569,011 7,849,048 1,719,963 10.2 9.0

14,986,213 12,898,598 2,087,615 16.0 14.8

5,200,717 5,338,329 ▲ 137,612 5.5 6.1

3,169,927 1,053,015 2,116,912 3.4 1.2

0 0 0 － －

1,841,000 1,841,000 0 2.0 2.1

4,674,569 4,566,254 108,315 5.0 5.3

100,000 100,000 0 0.1 0.1

93,600,000 87,200,000 6,400,000 100.0 100.0

2.4

0.0

7.3

16.2

▲ 2.6

201.0

0.0

0.0

4.7

4.5

29.0

86.3

21.9

消 費 的 経 費

投 資 的 経 費

そ の 他

 (単位：千円・％)　

構成比

３年度
比較増減

対前年度
増減比

令和４年度 令和３年度区 分
４年度

2.7

▲ 3.1

4.4

11.3

繰    出    金

そ    の    他

合  計

人    件    費

物    件    費

維 持 補 修 費

扶    助    費

補  助  費  等

公    債    費

積    立    金

投資及び出資金

貸    付    金

普
通
建
設
事
業
費
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（目的別歳出） （単位：百万円）

（性質別歳出）

民生費

36,462

38.9%

教育費

12,329

13.2%
衛生費

10,662

11.4%

土木費

11,352

12.1%

総務費

9,434

10.1%

公債費

5,201

5.6%消防費

3,527

3.8%

商工費

3,119

3.3%

農林水産業費

741 0.8%

議会費

459 0.5%

労働費

214 0.2%

予備費

100 0.1%

人件費

16,627

17.8%

物件費

16,653

17.8%

維持補修費

1,261

1.3%

扶助費

21,347

22.8%

補助費等

11,350

12.1%

補助事業

1,807

2.0%

単独事業

9,569

10.2%

公債費

5,201

5.5%

貸付金

1,841

2.0%

繰出金

4,674 5.0%

その他

100

0.1%

消費的

経費

67,238

71.8%

投資的

経費

11,376

12.2%

その他

14,986

16.0%

歳出総額

93,600

歳出総額

93,600

積立金

3,170

3.4%
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３　目的税等の充当状況

（１）都市計画税充当状況
（単位：千円）

区　分 事　業　名 事業費
都市計画税
充当額

街路整備事業 796,000 37,100    

街路用地取得事業 315,857 4,157     

森の里東土地区画整理推進事業 1,125      1,125     

酒井土地区画整理事業 700,000 22,100    

下水道事業 公共下水道事業 1,689,464 33,289    

一般会計 1,667,454 1,667,454 

公共下水道事業会計 1,869,413 686,148   

7,039,313 2,451,373 

（２）入湯税充当状況
（単位：千円）

区　分 事　業　名 事業費
入湯税
充当額

環境衛生施設の整備

鉱泉源の保護管理施設

消防施設整備事業 132,935 332

消防車両整備事業 146,022 1,335     

観光施設の整備

広報事業 1,348      20

観光宣伝事業 2,090      31

観光案内事業 6,694      99

観光事務経費 319 3

観光協会補助金 26,000     385

315,408 2,205     

都市計画税
歳入予算額

充当状況

合　計

2,451,373 

市債償還

区画整理事業

街路事業

充当状況
入湯税

歳入予算額

2,205     

合　計

観光振興

消防施設の整備
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　　（３）引上げ分の地方消費税交付金が充てられる社会保障施策に要する経費
（単位：千円）

区　分 事　業　名 事業費
地方消費税

交付金充当額

障害者福祉事業 6,740,586 391,653   

高齢者福祉事業 203,754 29,291    

児童福祉事業 12,239,412 761,341   

母子福祉事業 1,456,019 185,316   

生活保護事業 6,029,652 241,880   

国民健康保険事業 1,389,809 118,780   

介護保険事業 2,525,079 423,488   

年金事業 14,240 0

後期高齢者医療事業 2,346,682 338,883   

医療施策事業 673,143 108,729   

予防対策事業 2,007,150 113,657   

健康増進事業 5,398 909       

病院事業 1,528,793 269,073   

37,159,717 2,983,000 

　　（４）森林環境譲与税充当状況
（単位：千円）

区　分 事　業　名 事業費
森林環境譲与
税充当額

元気な森づくり事業補助金 10,550     4,900     

間伐材利用促進事業費 10,500     4,000     

ナラ枯れ対策事業費 15,000     13,000    

林道維持管理事業費 18,760     8,310     

54,810     30,210    

森林環境
譲与税

歳入予算額

充当状況

合　計

30,210    

間伐や人材育成・担
い手の確保、木材利
用の促進や普及啓発
等の森林整備及びそ
の促進に関する費用

2,983,000 

合　計

社会福祉

社会保険

保健衛生

地方消費税
交付金

歳入予算額
(引上げ分)

充当状況
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４　市民一人当たりの収入

円
(単位:円)

●市債の状況

令和４年度末現在高見込額

一人当たり

●財政調整基金の状況

令和４年度末現在高見込額

一人当たり

令和４年１月１日現在人口　　 223,571人

(令和２年国勢調査確定数基準)

63,786,260千円

285,307円

12,200,817千円

54,572円

418,659

●借入金（市債）

●基金の取り崩し（繰入金）

歳入予算額を市民１人当たりに換算した場合は、次のような内訳になります。

38,339

●市民税や固定資産税など（市税）

●県からの交付金や補助金など
（県支出金、地方消費税交付金、法人事業税交付金、環境性能割交付金、
　ゴルフ場利用税交付金、配当割交付金、利子割交付金、株式譲渡所得税割交付金）

●国からの交付金や補助金など
（国庫支出金、地方譲与税、地方特例交付金、交通安全対策特別交付金、地方交付税）

●その他

20,427

74,632

39,709

188,648

56,904
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５　市民一人当たりに使うお金

(単位:円)

令和４年１月１日現在人口　　 223,571人

(令和２年国勢調査確定数基準)

●商工業や観光の振興のために（商工費）

●火災・災害から守るために（消防費）

●学校教育、生涯学習施設の整備、文化財保護のために（教育費）

956

●福祉充実のために（民生費）

●道路、公園、河川整備のために（土木費）

●住民登録、庁舎の維持管理、統計調査のために（総務費）

15,775

13,953

●保健衛生、ごみ収集、し尿処理のために（衛生費）

●借入金返済のために（公債費）

歳出予算額を市民１人当たりに換算した使いみち（目的別）は、次のような内訳になり
ます。

2,054

447

3,313

47,692

23,262

42,198

55,146

163,088

50,775

418,659 円

●議会運営のために（議会費）

●農業・林業の振興のために（農林水産業費）

●勤労者対策のために（労働費）

●その他
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(単位：千円）

1 市税

○主な増額歳入 （予算額） （対前年度）

固定資産税 20,282,507 + 762,301

法人市民税 2,662,375 + 362,559

個人市民税 14,375,894 + 126,509

都市計画税 2,451,373 + 84,141

軽自動車税種別割 475,587 + 23,218

市たばこ税 1,882,795 + 9,730

軽自動車税環境性能割 43,300 + 2,553

2 地方譲与税

3 利子割交付金

4 配当割交付金

5 株式等譲渡所得割交付金

6 法人事業税交付金

7 地方消費税交付金

8 ゴルフ場利用税交付金

　予算額は、対前年度比　3.4％（1,370,838千円）増で、42,176,036千円を計上して
います。

　予算額は、令和２年度の決算額、令和３年度の収入状況等を考慮して、対前年度比
▲45.5％（▲15,000千円）で、18,000千円を計上しています。

　予算額は、令和２年度の決算額、令和３年度の収入状況等を考慮して、対前年度比
5.3％（9,000千円）増で、180,000千円を計上しています。

　予算額は、令和２年度の決算額、令和３年度の収入状況等を考慮して、対前年度比
▲13.0％（▲24,000千円）で、161,000千円を計上しています。

　予算額は、令和２年度の決算額、令和３年度の収入状況等を考慮して、対前年度比
6.2％（321,000千円）増で、5,469,000千円を計上しています。

一般会計予算歳入の概要

　予算額は、令和２年度の決算額、令和３年度の収入状況等を考慮して、対前年度比
▲2.9％（▲4,000千円）で、134,000千円を計上しています。

　予算額は、令和２年度の決算額、令和３年度の収入状況等を考慮して、対前年度比
2.0％（10,210千円）増で、520,210千円を計上しています。

　予算額は、令和２年度の決算額、令和３年度の収入状況、法人事業税（県税）の増
見込み等を考慮して、対前年度比　14.9％（119,600千円）増で、922,600千円を計上
しています。
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(単位：千円）

9 環境性能割交付金

10 地方特例交付金

○主な減額歳入 （予算額） （対前年度）

新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補てん特別交付金 0 ▲ 388,000 皆減

11 地方交付税

12 交通安全対策特別交付金

13 分担金及び負担金

○主な減額歳入 （予算額） （対前年度）

民間保育所保育料 322,080 ▲ 16,644

14 使用料及び手数料

○主な増額歳入 （予算額） （対前年度）

市民交流プラザ使用料 23,940 + 4,232

道路占用料 177,000 + 2,000

○主な減額歳入 （予算額） （対前年度）

自転車等駐車場使用料 157,694 ▲ 25,058

廃棄物処理手数料 503,180 ▲ 17,580

市営住宅使用料 151,736 ▲ 3,039

15 国庫支出金

○主な増額歳入 （予算額） （対前年度）

新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費補助金 1,036,080 (＋950,056)

中学校整備事業費交付金 311,563 (＋311,563) 皆増

　予算額は、前年度と同額の30,000千円を計上しています。

　予算額は、対前年度比　9.7％（1,412,064千円）増で、15,895,493千円を計上して
います。

　予算額は、前年度と同額の37,000千円を計上しています。

　予算額は、民間保育所保育料の収入状況等を考慮して、対前年度比　▲4.1％（▲
14,452千円）で、341,272千円を計上しています。

　予算額は、対前年度比　▲2.8％（▲39,639千円）で、1,376,343千円を計上してい
ます。

　予算額は、令和２年度の決算額、令和３年度の収入状況、令和３年度限りで創設さ
れた新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補てん特別交付金の減等を考慮して、
対前年度比　▲64.3％（▲366,000千円）で、203,000千円を計上しています。

　予算額は、令和２年度の決算額、令和３年度の収入状況等を考慮して、対前年度比
▲3.3％（▲4,000千円）で、118,000千円を計上しています。
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(単位：千円）

生活保護費負担金 4,390,012 (＋224,678)

障害者自立支援給付費負担金 1,878,421 (＋158,123)

障害児入所給付費等負担金 573,448 (＋144,580)

子どものための教育・保育給付交付金 2,680,294 (＋134,266)

保育士等処遇改善臨時特例交付金 94,146 (＋94,146) 皆増

参議院議員通常選挙費委託金 83,341 (＋83,341) 皆増

新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化交付金 67,033 (＋67,033) 皆増

都市構造再編集中支援事業交付金 66,021 (＋66,021) 皆増

社会資本整備総合交付金（住宅・建築物安全ストック形成事業） 69,216 (＋59,384)

認定こども園施設整備交付金 47,267 (＋34,117)

○主な減額歳入 （予算額） （対前年度）

新型コロナウイルスワクチン接種事業費補助金 323,477 ▲ 652,079

児童手当負担金 2,209,125 ▲ 92,987

衆議院議員総選挙費委託金 0 ▲ 80,054 皆減

社会資本整備総合交付金（道路事業） 126,500 ▲ 47,137

16 県支出金

○主な増額歳入 （予算額） （対前年度）

障害者自立支援給付費等負担金 1,014,186 + 80,908

障害児施設給付費等負担金 286,724 + 72,290

子どものための教育・保育給付費県費負担金 1,148,944 + 36,048

地域密着型サービス等整備補助金 33,600 + 33,600 皆増

保育対策総合支援事業費補助金 54,064 + 33,112

県議会議員・県知事選挙費委託金 29,478 + 29,478 皆増

後期高齢者医療保険基盤安定負担金 309,108 + 29,062

○主な減額歳入 （予算額） （対前年度）

生活保護費負担金 147,373 ▲ 48,487

児童手当負担金 493,722 ▲ 20,417

水源環境保全・再生市町村補助金 86,280 ▲ 20,200

17 財産収入

○主な増額歳入 （予算額） （対前年度）

市有地売払収入 77,876 + 60,909

　予算額は、対前年度比　4.7％（256,864千円）増で、5,719,425千円を計上してい
ます。

　予算額は、対前年度比　30.0％（64,825千円）増で、280,867千円を計上していま
す。
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(単位：千円）

18 寄附金

○主な増額歳入 （予算額） （対前年度）

ふるさと納税寄附金 1,100,000 + 100,000

19 繰入金

○主な増額歳入 （予算額） （対前年度）

財政調整基金繰入金 3,300,000 + 1,400,000

財政調整基金繰入金（ふるさと納税等分） 1,009,249 + 52,023

20 繰越金

21 諸収入

○主な増額歳入 （予算額） （対前年度）

睦合分署消防訓練場移設補償費 69,734 + 69,734 皆増

資源物売払収入 104,221 + 30,664

事業系食品廃棄物資源化事業負担金 21,384 + 21,384 皆増

一般廃棄物売払収入 18,160 + 17,610

○主な減額歳入 （予算額） （対前年度）

消防団員退職報償金受入金 2,566 ▲ 23,140

（公財）日本容器包装リサイクル協会拠出金 3,250 ▲ 21,450

三田小学校体育館等移転補償費 0 ▲ 10,000 皆減

22 市債

○主な増額歳入 （予算額） （対前年度）

中学校給食施設整備事業債 1,907,600 + 1,907,600 皆増

道路新設改良事業債 3,769,400 + 331,900

中学校整備事業債 187,600 + 162,000

保健福祉センター施設改修事業債 159,300 + 143,000

斎場施設整備事業債 74,800 + 45,300

公園整備事業債 249,700 + 39,000

小学校整備事業債 121,400 + 38,200

七沢自然ふれあいセンター施設改修事業債 112,400 + 31,600

　予算額は、対前年度比　47.9％（1,478,361千円）増で、4,566,887千円を計上して
います。

　予算額は、対前年度比　21.9％（1,594,000千円）増で、8,877,700千円を計上して
います。

　予算額は、対前年度比　10.0％（100,000千円）増で、1,100,000千円を計上してい
ます。

　予算額は、対前年度比　3.5％（130,329千円）増で、3,873,167千円を計上してい
ます。

　予算額は、前年度と同額の1,600,000千円を計上しています。
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(単位：千円）

○主な減額歳入 （予算額） （対前年度）

消防施設整備事業債 278,900 ▲ 619,600

体育施設整備事業債 101,600 ▲ 139,000

飯山白山森林公園整備事業債 13,500 ▲ 133,400

中町第２－２地区周辺整備事業債 203,600 ▲ 99,500

厚木北公民館整備事業債 30,400 ▲ 90,800

市営住宅整備事業債 91,600 ▲ 34,000
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(単位：千円）

1 議会費

○主な増額事業 （予算額） （対前年度）

タブレット端末運用事務費 5,475 + 1,921

○主な減額事業 （予算額） （対前年度）

議会事務経費 28,350 ▲ 6,936

議員報酬等 266,205 ▲ 4,729

2 総務費

○主な増額事業 （予算額） （対前年度）

財政調整基金積立金（ふるさと納税等分） 1,100,000 + 100,000

参議院議員通常選挙執行費 83,341 + 83,341 皆増

市税徴収事務費 340,468 + 65,233

市長選挙執行費 59,198 + 59,198 皆増

ふるさと納税推進事業費 541,435 + 45,597

社会保障・税番号制度事務費 127,404 + 38,974

七沢自然ふれあいセンター維持補修事業費（継続費） 117,058 + 33,058

○主な減額事業 （予算額） （対前年度）

職員給与費 3,791,948 ▲ 592,484

衆議院議員総選挙執行費 0 ▲ 80,054 皆減

マイナンバーカード交付円滑化事業費 0 ▲ 68,384 皆減

庁舎維持管理事業費 425,725 ▲ 49,936

会計年度任用職員事務経費 146,897 ▲ 37,000

戸籍住民基本台帳等事務費 133,264 ▲ 25,378

3 民生費

○主な増額事業 （予算額） （対前年度）

障害者日中活動支援事業費 3,279,007 + 463,665

生活保護費支給事業費 5,894,929 + 298,929

保健福祉センター維持補修事業費 236,050 + 184,752

定率市町村負担金 1,704,490 + 135,160

障害者居宅生活支援事業費 1,155,002 + 125,535

一般会計予算歳出（目的別）の概要

　予算額は、対前年度比　▲2.0％（▲9,164千円）で、459,263千円となっていま
す。

　予算額は、対前年度比　▲3.4％（▲336,828千円）で、9,434,244千円となってい
ます。

　予算額は、対前年度比　4.9％（1,705,925千円）増で、36,461,737千円となってい
ます。
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(単位：千円）

介護保険事業特別会計繰出金 2,525,079 + 100,287

子ども医療費助成事業費 770,269 + 75,819

福祉総合情報システム整備事業費 93,374 + 68,453

新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金支給事業費 62,600 + 62,600 皆増

保育士等処遇改善臨時特例補助金 61,954 + 61,954 皆増

子ども・子育て支援新制度給付金 1,620,169 + 61,520

入所児童保育委託費 3,458,953 + 58,953

○主な減額事業 （予算額） （対前年度）

児童手当支給経費 3,196,570 ▲ 133,821

介護保険サービス事業所等支援事業補助金 0 ▲ 66,700 皆減

障害者福祉手当給付事業費 199,942 ▲ 56,522

放課後児童クラブ運営事業費 395,440 ▲ 54,909

国民健康保険事業特別会計繰出金 1,389,809 ▲ 50,000

幼稚園等施設等利用給付金 315,384 ▲ 39,714

4 衛生費

○主な増額事業 （予算額） （対前年度）

新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費 1,035,756 + 949,732

病院事業会計重点施策負担金 200,000 + 200,000 皆増

戸別収集モデル地区拡大事業費 85,272 + 85,272 皆増

厚木愛甲環境施設組合負担金 200,771 + 66,920

事業系ごみ資源化事業費 66,785 + 66,785 皆増

ごみ減量化・資源化推進事業費 1,223,990 + 52,687

斎場施設整備事業費 64,276 + 44,451

病院事業会計負担金（資本的収支） 438,502 + 39,308

ごみ焼却灰等処理委託事業費 260,268 + 28,730

○主な減額事業 （予算額） （対前年度）

新型コロナウイルスワクチン接種事業費 323,477 ▲ 652,079

がん検診事業費 435,270 ▲ 47,089

ふれあいプラザ維持管理事業費 0 ▲ 46,143 皆減

定期予防接種事業費 617,926 ▲ 33,671

　予算額は、対前年度比　8.9％（870,480千円）増で、10,662,450千円となっていま
す。
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(単位：千円）

5 労働費

○主な減額事業 （予算額） （対前年度）

（公財）厚木市勤労者福祉サービスセンター補助金 33,000 ▲ 7,000

テレワーク導入支援補助金 0 ▲ 3,002 皆減

6 農林水産業費

○主な増額事業 （予算額） （対前年度）

道水路等維持補修事業費 45,890 + 13,694

農とみどりの整備事業費 25,828 + 12,960

間伐材利用促進事業費 10,500 + 10,500 皆増

ナラ枯れ対策事業費 15,000 + 8,000

○主な減額事業 （予算額） （対前年度）

地域水源林整備事業費 21,187 ▲ 14,058

農道整備事業費 5,000 ▲ 10,500

小沢地区農業水利施設予防保全事業負担金 15,168 ▲ 9,792

森林環境整備促進事業費 0 ▲ 7,000 皆減

鳥獣保護管理対策事業費 42,072 ▲ 4,000

農道等整備用地取得事業費 0 ▲ 2,898 皆減

7 商工費

○主な増額事業 （予算額） （対前年度）

観光地の魅力づくり促進事業補助金 30,000 + 30,000 皆増

アミューあつぎ改修事業費（中長期保全） 194,986 + 19,030

中小企業チャレンジ補助金 15,000 + 15,000 皆増

中小企業カーボンニュートラル推進事業補助金 15,000 + 15,000 皆増

○主な減額事業 （予算額） （対前年度）

飯山白山森林公園桜の広場周辺整備事業費 15,000 ▲ 142,000

中小企業融資事業補助金 95,000 ▲ 8,500

企業立地元気アップサポート事業奨励金 161,200 ▲ 3,999

観光協会補助金 26,000 ▲ 3,000

　予算額は、対前年度比　▲6.8％（▲15,623千円）で、213,710千円となっていま
す。

　予算額は、対前年度比　4.1％（28,984千円）増で、740,777千円となっています。

　予算額は、対前年度比　▲2.5％（▲80,061千円）で、3,119,462千円となっていま
す。
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(単位：千円）

8 土木費

○主な増額事業 （予算額） （対前年度）

厚木環状３号線街路整備事業費 741,000 + 601,000

道路維持補修事業費 695,993 + 328,453

道路整備用地取得事業費 455,024 + 280,688

本厚木下津古久線街路整備事業費 457,500 + 247,500

通学路安全整備事業費 239,200 + 239,200 皆増

厚木環状３号線交差点整備事業費（継続費） 300,000 + 200,000

通学路安全対策事業費 130,000 + 130,000 皆増

本厚木駅ホームドア設置事業補助金 120,333 + 120,333 皆増

中町第２－２地区周辺整備事業費 140,958 + 101,494

森の里東土地区画整理関連排水路整備事業費 80,500 + 69,400

○主な減額事業 （予算額） （対前年度）

厚木環状３号線（第２工区）街路整備事業費（継続費） 0 ▲ 1,035,000 皆減

舗装・道路構造物長寿命化事業費 0 ▲ 224,613 皆減

複合施設整備事業費（継続費） 142,354 ▲ 218,179

交差点等改良事業費 35,000 ▲ 195,000

歩道整備事業費 0 ▲ 98,000 皆減

生活道路整備事業費 512,300 ▲ 97,700

スマートインターチェンジ周辺道路改良事業費 0 ▲ 82,000 皆減

橋りょう長寿命化事業費 56,960 ▲ 75,456

森の里東土地区画整理関連排水路整備事業費（継続費） 45,000 ▲ 55,000

9 消防費

○主な増額事業 （予算額） （対前年度）

南毛利分署解体事業費 117,704 + 117,704 皆増

睦合分署消防訓練場整備事業費 106,458 + 95,370

相川分署解体事業費（継続費） 119,944 + 90,618

浸水防止対策事業補助金 50,000 + 50,000 皆増

災害対策事業費 22,537 + 14,402

消防車両維持管理事業費 61,190 + 10,064

消防庁舎改修事業費（長寿命化） 7,623 + 7,623 皆増

地域防災計画改定事業費 7,573 + 7,573 皆増

ＥＶ消防車両整備事業費 7,223 + 7,223 皆増

　予算額は、対前年度比　3.1％（344,351千円）増で、11,351,706千円となっていま
す。

　予算額は、対前年度比　▲13.2％（▲537,096千円）で、3,526,848千円となってい
ます。
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(単位：千円）

○主な減額事業 （予算額） （対前年度）

相川分署新築事業費（継続費） 0 ▲ 452,936 皆減

南毛利分署新築事業費（継続費） 0 ▲ 427,046 皆減

消防団運営事業費 57,538 ▲ 17,323

防災備蓄倉庫維持管理事業費 53 ▲ 16,525

南毛利分署新築事業費 0 ▲ 15,611 皆減

10 教育費

○主な増額事業 （予算額） （対前年度）

中学校給食施設整備事業費 2,727,163 + 2,722,217

学校施設整備基金積立金 2,000,010 + 2,000,010 皆増

中学校校舎・体育館改修事業費（長寿命化） 124,720 + 114,721

中学校ＬＥＤ化推進事業費 67,600 + 67,600 皆増

小学校ＬＥＤ化推進事業費 43,500 + 43,500 皆増

教育ネットワークシステム事業費 105,892 + 23,041

○主な減額事業 （予算額） （対前年度）

施設運営事業費　※ 北部学校給食センター分 117,865 ▲ 201,888

グラウンド・ゴルフ場整備事業費 60,000 ▲ 120,776

厚木北公民館整備事業費 75,836 ▲ 76,984

小学校情報教育機器維持管理事業費 137,327 ▲ 27,997

公民館改修事業費（長寿命化） 91,990 ▲ 22,580

11 公債費

○主な減額事業 （予算額） （対前年度）

市債元金償還金 4,888,414 ▲ 98,881

市債利子 311,303 ▲ 38,731

12 予備費

　予算額は、前年度と同じ100,000千円となっています。

　予算額は、対前年度比　58.8％（4,566,644千円）増で、12,329,086千円となって
います。

　予算額は、対前年度比　▲2.6％（▲137,612千円）で、5,200,717千円となってい
ます。
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1 人件費

2 物件費

3 維持補修費

4 扶助費

5 補助費等

6 普通建設事業費

7 公債費

8 積立金

　維持補修費　1,260,949千円については、公民館維持補修事業費、小学校維持補修
事業費、資源化センター維持補修事業費等の増により、対前年度比　11.3％
（127,949千円）増となっています。

一般会計予算歳出（性質別）の概要

　人件費　16,626,545千円については、職員給与費（退職手当等）の減のほか、衆議
院議員総選挙執行費等の減により、対前年度比　▲3.1％（▲525,736千円）となって
います。

　物件費　16,653,371千円については、新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事
業費、中学校給食施設整備事業費等の増により、対前年度比　4.4％（699,503千円）
増となっています。

　扶助費　21,347,189千円については、障害者日中活動支援事業費、生活保護費支給
事業費、障害者居宅生活支援事業費等の増により、対前年度比　4.7％（959,747千
円）増となっています。

　補助費等　11,349,918千円については、病院事業会計重点施策負担金、定率市町村
負担金、新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金支給事業費等の増により、
対前年度比　4.5％（493,826千円）増となっています。

　普通建設事業費　11,375,815千円については、厚木環状３号線（第２工区）街路整
備事業費（継続費）、相川分署新築事業費（継続費）、南毛利分署新築事業費（継続
費）等の減のほか、中学校給食施設整備事業費、厚木環状３号線街路整備事業費、道
路維持補修事業費等の増により、対前年度比　29.0％（2,557,096千円）増となって
います。

　公債費　5,200,717千円については、市債元金償還金、市債利子等の減により、対
前年度比　▲2.6％（▲137,612千円）となっています。

　積立金　2,116,912千円については、学校施設整備基金積立金、財政調整基金積立
金（ふるさと納税等分）等の増により、対前年度比　201.0％（3,169,927千円）増と
なっています。
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9 貸付金

10 繰出金

　繰出金　4,674,569千円については、介護保険事業特別会計繰出金、後期高齢者医
療事業特別会計繰出金等の増により、対前年度比　2.4％（108,315千円）増となって
います。

　貸付金　1,841,000千円については、前年度と同額となっています。
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事業名 事業内容 事業費 課等名

1
交通安全指導事
業費

　交通安全確保のために交通安全指導員によ
る立哨指導等の交通安全指導活動を実施し、
交通事故防止に努めます。

10,764 交通安全課

2
「市内交通死亡
事故」ゼロ対策
事業費

　「交通死亡事故」ゼロを目指し、市内の交
差点等に注意喚起看板等の設置を行うほか、
交通安全意識の向上を図ることを目的とした
啓発活動を行います。

2,411 交通安全課

3 （新）
子ども・高齢者
交通事故防止事
業費

　交通安全教室等の機会を捉え、子どもや高
齢者が関連する交通事故の特性や防止策を説
明するとともに、外出時における反射材の利
用を促進し、交通事故防止を図ります。

2,552 交通安全課

4
放置自転車対策
事業費

　放置自転車の指導啓発・整理業務、移動保
管料の徴収及び移動作業業務を実施し、放置
自転車ゼロを目指すとともに、良好な生活環
境の保持に努めます。

22,517 交通安全課

5 （拡）
自転車ヘルメッ
ト購入助成事業
費

　自転車乗車中の頭部を保護し、転倒時にお
ける怪我の軽減とヘルメットの着用の普及及
び交通安全意識の向上を図ることを目的に、
市内在住の全世代を対象にヘルメット購入費
の一部を助成します。

[対象]　市内在住者
[助成額]　1,000円（年１人１個）

1,888 交通安全課

6
幼児２人同乗用
自転車購入助成
事業費

　幼児２人同乗用自転車の普及と自転車利用
者の安全、また経済的負担の軽減を図ること
を目的に、一定の要件を満たす方に購入費の
一部を助成します。

[対象]　市内在住の幼児（小学校に就学する
年の３月31日まで）を２人以上養育している
保護者
[助成額]　購入価格の１/２（上限16,000
円）

320 交通安全課

7
スケアード・ス
トレイト推進事
業費

　自転車利用者の交通ルール遵守と交通マ
ナー向上により一層取り組むため、中学生を
対象に教育効果の高いスケアード・ストレイ
ト教育技法による自転車安全教室を実施しま
す。

1,540 交通安全課

8
地域青パト推進
事業補助金

　地域住民の方々が、個人等の車両を青色回
転灯搭載車として運用し、日々の自主防犯活
動を行っている団体に対して補助金を交付
し、地域の自主防犯活動の強化を図るととも
に、犯罪の起きにくい環境づくりを推進しま
す。

2,310

セーフコ
ミュニティ
くらし安全
課

歳出のあらまし

Ⅰ　命、財産を守り抜くまち

（新）・・・新規事業　 　（拡）・・・拡充事業　 　（単位：千円）

（Ⅰ　命、財産を守り抜くまち）
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事業名 事業内容 事業費 課等名

9
防犯カメラ設置
費補助金

　自治会等の民間団体が設置する防犯カメラ
の設置に係る経費の一部を補助します。補助
に当たっては、県、市の協調補助となりま
す。

[対象者]　自治会又は地域住民等で組織され
た防犯団体
[補助額]　設置費の９割又は防犯カメラの台
数に270千円を乗じたいずれか低い額

2,160

セーフコ
ミュニティ
くらし安全
課

10
本厚木駅周辺環
境浄化対策事業
費

　本厚木駅周辺の環境浄化のため、「あつぎ
セーフティーステーション番屋」の運営を行
い、客引き行為等指導員によるパトロールや
駐留警戒を実施するとともに、自治会や商店
街、警察等との協働による環境浄化パトロー
ル活動を引き続き実施し、本厚木駅周辺にお
ける体感治安の向上や犯罪の未然防止を図り
ます。

[客引き行為等指導員パトロール目標]　293
日　1,758時間
[環境浄化パトロール予定]　13回

51,581

セーフコ
ミュニティ
くらし安全
課

11
振り込め詐欺等
防止装置購入費
補助金

　近年、電話で親族や公共機関の職員等を名
乗り、現金やキャッシュカードをだまし取る
等の特殊詐欺が増えていることから、詐欺被
害防止に高い効果が見込まれる迷惑電話防止
機能付き家庭用固定電話機等の購入に対して
補助を行い、被害を未然に防止します。

[補助金額]　購入費の２/３　（上限 6,000
円）

2,400

セーフコ
ミュニティ
くらし安全
課

12
セーフコミュニ
ティ推進事業費

セーフコミュニティの考え方や手法を用
い、市民の皆様、各種団体、関係機関、行政
などが協働して、事故やけがの予防対策に取
り組み、健康で安心して安全に暮らすことが
できるまちづくりを目指します。

5,809

セーフコ
ミュニティ
くらし安全
課

13
地域セーフコ
ミュニティ活動
推進事業費

　地域（自治会等）において、研修会等を開
催し、セーフコミュニティ活動の推進を図り
ます。

364

セーフコ
ミュニティ
くらし安全
課

14 （拡）
準用河川安全対
策事業費

　治水対策として、準用河川恩曽川の玉川合
流点周辺における土砂が多く堆積している箇
所について、予防保全として流下能力を改善
するための河床整理（土砂撤去）を実施しま
す。
　また、準用河川３河川の機能保全及び準用
河川善明川の維持管理計画を策定するための
現況調査を実施します。

・準用河川機能保全委託（恩曽川、善明川、
山際川）
・準用河川善明川現況調査委託　Ｌ＝2.44km
・準用河川恩曽川河床現況調査委託　Ｌ＝
100ｍ
・準用河川恩曽川河床整理工事　Ｌ＝50ｍ

44,500
河川ふれあ
い課

（Ⅰ　命、財産を守り抜くまち）
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事業名 事業内容 事業費 課等名

15
防災都市づくり
計画策定事業費

　頻発化・激甚化する風水害や切迫する大規
模地震への対策など、多様化する災害に対応
した都市づくりを推進するため、防災、減災
対策及び復興事前準備の方針と取組を示す防
災都市づくり計画を策定します。

4,290 都市計画課

16 （拡）
木造住宅耐震改
修促進事業費補
助金

　昭和56年以前の旧耐震基準で建築された木
造住宅に対し、災害に強いまちづくりを推進
するため、木造住宅の耐震診断及び耐震改修
に係る費用の一部を補助します。

・耐震診断補助
[対象者]　市内の旧耐震木造住宅の所有者等
[上限額]　7万5千円
・耐震改修補助
[対象者]　耐震診断により補強を要する木造
住宅の所有者等
[補助率]　耐震改修工事及び設計・監理に係
る費用の各２/３
[上限額]　設計・監理15万円、耐震改修工事
100万円（市民税非課税世帯は最大50万円割
増し）

14,500 建築指導課

17 （新）
建築確認台帳等
電子化事業費

　紙や電子媒体が混在している建築確認台帳
を整備し、地図検索等により建築計画概要書
等の発行等を行う窓口業務の電子化を行いま
す。

59,435 建築指導課

18
大規模盛土調査
事業費

大規模地震等における盛土造成地の滑動崩落
を防止するため、令和３年度に実施した詳細
調査箇所のうち、引き続き経過観察調査が必
要な盛土造成地の調査を実施します。

4,200 開発審査課

19 （拡）
消防資器材整備
事業費

　消防活動に必要不可欠な空気呼吸器用ボン
ベや消防用ホース、陽圧式化学防護服を計画
的に整備するほか、新たにＮＢＣ災害に対応
する除染シャワーや土砂災害に有効な根切り
チェーンソーなどを整備し、消防力の強化を
図ります。

17,649 厚木消防署

20
火災予防啓発事
業費

　火災予防運動をはじめ、各種イベント等に
おいて火災予防啓発活動を実施するととも
に、様々な広報媒体を活用し、住宅用防災機
器設置の必要性と維持管理の重要性を広く周
知し、市民の防災意識の高揚を図ります。

4,276 予防課

21
応急手当普及啓
発活動事業費

　市民協働による応急救護体制の強化を図る
ため、小・中学生を含めた幅広い世代に救命
講習会を開催し、市民救命力の向上を図ると
ともに、救急車の適正利用を始め、けがや事
故を未然に防止する予防救急を推進します。

2,896 救急救命課

22
救急高度化事業
費

　高度化する救急業務に対応するため、地区
メディカルコントロール協議会と連携した事
後検証作業や教育研修体制を充実させ、高度
な救命処置ができる認定救急救命士の養成を
図ります。

5,348 救急救命課

23
派遣型救急ワー
クステーション
設置事業費

　救急車及び救急隊員を市内３病院に派遣
し、実務研修により、救急隊員の資質の向上
を図るとともに、一刻を争う重篤な傷病者に
対しては、医師が救急車に同乗して医療行為
を行うなど、医療機関と連携し、適切な救急
医療サービスが提供できるよう救急体制の強
化に取り組みます。

2,764 救急救命課

（Ⅰ　命、財産を守り抜くまち）
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事業名 事業内容 事業費 課等名

24
自動体外式除細
動器（ＡＥＤ）
設置事業費

　いざという時に市民が使用できるよう、市
公共施設に設置したＡＥＤを適正に維持管理
するとともに、誰もが容易に使用できる、液
晶画面が搭載されたＡＥＤに順次更新し、救
命率の向上を図ります。

5,436 救急救命課

25
消防団活性化事
業費

　近年の記録的な豪雨や台風などの大規模な
自然災害を踏まえ、消防団員の活動環境の充
実を図るため、防火衣や活動服を計画的に整
備します。
　また、消防活動を後方から支援する「大規
模災害サポート隊」の更なる拡充を図り、地
域防災力の向上に取り組みます。

8,527 消防総務課

26
小型動力ポンプ
付積載車整備事
業費

　地域防災力の向上を図るため、消防団が使
用する最新型の消防車両を更新整備します。

[配備先]　第４分団第２部・第５分団第２部
　第７分団第９部

[配備車両]　小型動力ポンプ付積載車
長期継続契約　令和５年２月～令和15年１月

21,793 警防課

27
化学消防ポンプ
自動車整備事業
費

　複雑多様化、大規模化する災害に迅速・的
確に対応し、消防力の充実・強化を図るた
め、機能性に優れた化学消防ポンプ自動車を
更新整備します。

[配備先]　北消防署依知分署
[配備車両]　化学消防ポンプ自動車
長期継続契約　令和５年３月～令和15年２月

668 警防課

28
高規格救急自動
車整備事業費

　救急需要に的確に対応するため、高度な救
命処置を行うことができる救急資機材を積載
するとともに、感染症患者の搬送に対応する
機能を有した最新鋭の高規格救急自動車を更
新整備します。

[配備先]　厚木消防署本署
[配備車両]　高規格救急自動車

38,200 警防課

29 （新）
ＥＶ消防車両整
備事業費

カーボンニュートラルの実現に向け、地球
環境への負荷が少ないＥＶ消防車両を整備し
ます。

[配備先]　消防本部
[配備車両]　ＥＶ指令車

7,223 警防課

30 （拡）
睦合分署消防訓
練場整備事業費

　消防訓練場は、厚木秦野道路及び都市計画
道路厚木環状２号線の事業用地として、約
1,400㎡が収用されることから、より実践的
な訓練ができる消防訓練場として再整備を行
います。

106,458 消防総務課

31
南毛利分署解体
事業費

　南毛利分署の新築移転に伴い、旧庁舎を解
体撤去します。

鉄筋コンクリート　平屋建て
延床面積　約250㎡

117,704 消防総務課

（Ⅰ　命、財産を守り抜くまち）
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32
相川分署解体事
業費（継続費）

　相川分署の新築移転に伴い、旧庁舎を解体
撤去します。

（継続費）
令和３年度～令和４年度
総額　149,270千円
鉄筋コンクリート　平屋建て
延床面積　約360㎡

119,944 消防総務課

33
自主防災隊育
成・強化事業費

　自主防災組織の強化・育成を図るため、各
種防災研修会、講習会等を通じて、地域防災
力の更なる向上に努めます。

6,540 危機管理課

34
自主防災隊連絡
協議会補助金

　厚木市自主防災隊連絡協議会が行う事業に
要する経費に対し、補助金を交付します。

500 危機管理課

35
避難所運営委員
会運営費交付金

　各避難所運営委員会の充実・強化を図るた
め、交付金を交付します。

1,680 危機管理課

36
避難所運営強化
事業費

　災害時における避難所生活の充実・強化を
図るため、避難所設営訓練用消耗品を整備し
ます。

200 危機管理課

37 （拡）
指定避難所等強
化事業費

　災害対応の機能強化・充実を図るため、指
定避難所及び救援物資の集積拠点に指定をし
ている荻野運動公園に太陽光発電設備を設置
します。また、市内の避難所等を対象とした
太陽光発電設備等導入の可能性の調査を実施
します。

25,000 危機管理課

38 （拡）
電気自動車電力
供給システム整
備事業費

　指定緊急避難場所となる公民館等の非常電
源設備として、電気自動車から電力供給を受
けるための体制を整備します。

4,290 危機管理課

39
民間避難所開設
補助金

　感染症拡大による災害時の避難所の確保対
策として、民間事業所等の避難所開設に対し
補助金を交付し、避難体制の強化・充実を図
ります。

[助成額]　１事業所当たり50,000円

500 危機管理課

40
要配慮者等宿泊
施設利用補助金

　感染症拡大による災害時の避難対策とし
て、要配慮者等の分散避難のための宿泊費を
助成し、避難体制の強化・充実を図り、市民
の生命、身体及び財産を守るための避難行動
を支援します。

[助成額]　１泊につき費用の１/２
（上限5,000円）

250 危機管理課

41 （新）
避難所等水害対
策想定調査事業
費

　風水害における避難所機能の強化を図るた
め、市内の洪水浸水想定区域に立地する避難
所等における水害リスクを把握するととも
に、解消・軽減するための調査を実施しま
す。

5,434 危機管理課

42 （新）
浸水防止対策事
業補助金

　浸水被害から店舗、事務所、工場、集合住
宅等の施設を守るため、浸水防止対策工事費
等の一部を助成します。

[対象]　市内洪水浸水想定区域内の事業者等
[助成額]　対象工事の１/３（上限3,000万
円）

50,000 危機管理課

（Ⅰ　命、財産を守り抜くまち）
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43 （新）
地域防災計画改
定事業費

　災害対策基本法の改正や新型コロナウイル
ス感染症対策を踏まえた修正など、現状に即
した長期的な防災対策を反映させる地域防災
計画の改定を行います。また、計画概要マッ
プを作成し、周知を図ります。

7,573 危機管理課

44
急傾斜地安全対
策工事補助金

　急傾斜地等の崩壊から市民の生命、財産を
守るため、崩壊防止対策工事費等の一部を助
成します。

[助成額]　対象工事費の１/３（上限300万
円）
（県による急傾斜地崩壊対策工事の対象を除
く。）

4,000 危機管理課

45
新型防災ラジオ
整備事業費

　防災行政無線を補完する新型防災ラジオの
購入を希望する市民に対し、計画的に有償配
布を行います。

12,543 危機管理課

（Ⅰ　命、財産を守り抜くまち）
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（新）・・・新規事業　 　（拡）・・・拡充事業　 　(単位：千円)

事業名 事業内容 事業費 課等名

1
男女共同参画推
進事業費

　誰もがお互いを尊重し、いきいきと暮らせ
る男女共同参画社会の実現に向けた更なる意
識の高揚を図るため、「第３次厚木市男女共
同参画計画」に基づく施策を着実に推進しま
す。

1,395
市民協働推
進課

2
第４次男女共同
参画計画策定事
業費

　令和４年度で第３次厚木市男女共同参画計
画が終了することに伴い、更なる男女共同参
画社会の推進を図るため、第４次厚木市男女
共同参画計画を策定します。

2,700
市民協働推
進課

3
多文化共生交流
事業費

　外国籍市民を支援するため、日本語教室や
通訳ボランティアを設置するなど、外国籍市
民が安心して生活できる地域社会の実現を図
るとともに、インターナショナルティーサロ
ンを開催し、外国籍市民と市民との交流を図
ります。

1,580
市民協働推
進課

4
海外友好都市等
受入派遣事業費

　海外友好都市であるアメリカニューブリテ
ン市や中国揚州市、韓国軍浦市との各分野で
の交流を促進するため、訪問団の受入及び派
遣を行うほか、ホストタウンとして交流を深
めてきたニュージーランドとの教育分野を始
めとする様々な交流を推進します。

10,647 企画政策課

5 （新）
多機関協働によ
る相談支援強化
事業費

　複雑化・複合化した支援ニーズに対応する
ため、既存の相談支援の取組を活かしつつ、
複数の支援機関が協働し課題を包括的に受け
止める相談支援体制を強化します。

4,266 福祉総務課

6
自立相談支援事
業費

　生活困窮者が抱える多様で複合的な問題に
ついて相談に応じ、必要な情報提供や助言を
行うとともに、様々な支援を行います。

25,286 福祉総務課

7
住居確保給付金
支給事業費

　離職、廃業、休業等により経済的に困窮
し、住宅を喪失するおそれのある方のうち、
就労能力及び就労意欲がある方に対し、自立
の促進を図るため、家賃相当額を支給しま
す。

60,480 福祉総務課

8
就労準備支援事
業費

　就労に向けた準備が整っていない生活困窮
者に対して、一般就労に向けた準備として、
基礎能力を身に着けるための支援を、計画的
かつ一貫して行います。

5,570 福祉総務課

9 学習支援事業費

　貧困の連鎖を防止するため、生活保護受給
世帯を含む生活困窮者世帯の子どもに対し
て、学習支援を行うとともに、体験活動を通
じた居場所づくりを行います。

5,214 福祉総務課

10 生活援護事業費
　生活保護制度の適応とならない、居住地の
ない方の救急医療に係る医療費を支払うこと
により、その方の自立を支援します。

258 福祉総務課

11
高齢者の尊厳保
持支援事業費

　高齢者がいつまでも尊厳を持ち自分らしい
生活を送ることができるよう相談を始め、各
種支援を行います。

25,501 介護福祉課

歳出のあらまし

Ⅱ　支え合い、生き生きと暮らせるまち

（Ⅱ　支え合い、生き生きと暮らせるまち）
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12 （新）

高齢者保健福祉
計画・介護保険
事業計画改定事
業費

　第９期高齢者保健福祉計画・介護保険事業
計画の策定に必要となる市民ニーズを調査、
研究します。

2,500 介護福祉課

13
ひとり暮らし高
齢者等支援事業
費

　ひとり暮らし高齢者及びその家族に対し、
自立した生活を支えるため、緊急通報システ
ム等の生活支援サービスを提供します。

1,695 介護福祉課

14
家族等支援事業
費

　高齢者の徘徊による行方不明や事故を未然
に防止するとともに、介護者の労をねぎら
い、高齢者の在宅生活の継続と向上を図りま
す。

6,035 介護福祉課

15
事業所説明会等
実施事業費

　市内介護サービス事業所や障害福祉サービ
ス事業所等への就職希望者に対し、事業所説
明会を実施し、介護職等の人材確保を推進し
ます。

3,000 介護福祉課

16
介護職員キャリ
アアップ等支援
事業補助金

　介護職等の人材確保及び定着を支援するた
め、市内介護サービス事業所や障害福祉サー
ビス事業所等で働く介護職員等が、キャリア
アップを目指し受講した研修費を事業所が負
担した場合などに費用の一部を助成します。

9,000 介護福祉課

17
介護職転入奨励
助成金

　介護福祉士等の資格保有者等で、市内の地
域包括支援センター、介護サービス事業所、
障害福祉サービス事業所等に就労している又
は就職が決定した方が厚木市に転入した場合
に、転入奨励助成金を支給し、介護職等の人
材確保を推進します。

8,000 介護福祉課

18
介護福祉士等奨
学金返済助成金

　奨学金を利用して介護福祉士等の資格を取
得し、現に奨学金の返済を行っている市民の
方で、市内の地域包括支援センター、介護
サービス事業所、障害福祉サービス事業所等
に就労している場合に、奨学金の返済に要し
た費用の一部を支給し、介護職等の人材確保
を推進します。

6,000 介護福祉課

19
介護職復職等奨
励助成金

　介護福祉士等の資格保有者等で、市内の地
域包括支援センター、介護サービス事業所、
障害福祉サービス事業所等に介護職等として
復職等する市民の方に復職等奨励助成金を支
給し、介護職等の人材確保を推進します。

8,000 介護福祉課

20
療育相談セン
ター運営事業費

　療育相談センター「まめの木」において、
18歳未満の発達に心配のある児童の保護者に
対して療育相談、就学前までの児童に対して
経過観察及び親子サロンを行います。

67,486 福祉総務課

21 地域支援事業費

　保育所、幼稚園、学校、療育機関等に対
し、児童の対応について助言、支援等を行い
ます。また、保育士、教員、療育機関等の指
導員等を対象に研修会・出張講座を実施する
とともに、 市民を対象に障がい特性の理解
促進のための講演会を開催します。

10,997 福祉総務課

22
児童発達支援事
業費

　児童発達支援センター「ひよこ園」におい
て、３歳以上就学前の障がい児に対し、日常
生活における基本的動作の指導を行う児童発
達支援、保育所等訪問支援及び障害児相談支
援を行います。

68,062 福祉総務課

（Ⅱ　支え合い、生き生きと暮らせるまち）
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事業名 事業内容 事業費 課等名

23 （拡）
障害者相談支援
事業費

　障がい者相談支援センターを市内６か所か
ら８か所に増設するとともに、各センターの
職員を１人増員することで、より充実した相
談、助言、必要な情報の提供を行い、障がい
児・者の日常生活及び社会生活における自立
した生活を支援し、在宅福祉の一層の向上を
図ります。

173,905
障がい福祉
課

24 （新）
成年後見等利用
支援事業費

 成年後見制度の利用が必要かつ申立費用・
報酬を負担することが困難な障がい者に対
し、費用を助成することにより、適切な支援
及び制度の利用促進を図ります。

5,723
障がい福祉
課

25
地域生活支援拠
点機能強化補助
金

　市内で生活する在宅の障がい児・者の介護
者が入院等で急に不在になった場合に、緊急
受入等の対応をした拠点登録障害福祉サービ
ス事業所等に補助金を交付します。

500
障がい福祉
課

26
障害者日中一時
支援事業費

　障がい児・者の日中における活動の場を確
保することにより、障がい者の家族の就労支
援と一時的な休息を図ります。

68,750
障がい福祉
課

27
障害者理解促進
事業費

  障がい者体育大会及び精神保健福祉地域交
流事業を開催することにより、障がい及び障
がい者に対する理解促進を図ります。

1,005
障がい福祉
課

28 （新）
障がい者福祉計
画策定事業費

　令和５年度に実施予定の障がい者福祉計画
（第７期）の策定に向けて、市内在住の障が
い者及び障害福祉サービス事業所等を対象に
アンケート調査を実施します。

202
障がい福祉
課

29
重度障害児メ
ディカルショー
トステイ事業費

　重症心身障害児を介護する方の緊急時等
に、医療機関で受け入れを行い、又、訪問看
護師の派遣助成をすることにより、重症心身
障害児の療養生活の安定及び介護者の負担軽
減を図ります。

902
障がい福祉
課

30
障害者医療費助
成事業費

 身体障害者手帳の１級～３級、知能指数が
50以下と判定された方及び精神障害者保健福
祉手帳１級の方の健康保険適用分の医療費を
助成します。

468,531
障がい福祉
課

31
障害者福祉手当
給付事業費

  心身障がい者に対し心身障福祉手当を支給
することにより、その更生と生活を援助し、
心身障がい者の福祉の増進を図ります。

199,942
障がい福祉
課

32
軽度・中等度難
聴児補聴器購入
費助成事業費

　身体障害者手帳の交付対象とならない軽
度・中等度の難聴児に対し、補聴器の購入費
の助成を行うことにより、言語・学力習得の
向上を図ります。

396
障がい福祉
課

33
障害福祉サービ
ス開設準備・運
営経費補助金

　障害福祉サービス事業所の整備運営に要す
る費用に対し、補助金を交付することによっ
て、市内への事業所設置のインセンティブを
高め、福祉サービス提供体制を拡充すること
を目的とします。

4,800
障がい福祉
課

34
障がい者就労施
設等共同受注窓
口事業補助金

　障がい者の地域における自立生活の実現を
めざし、経済的自立を支えるため、障がい者
の就労支援を行う関係団体、施設・事業所等
へ補助金を交付し、共同受注窓口の推進を図
ります。

500
障がい福祉
課

35
医療的ケア児学
校訪問看護支援
事業費

　市立小・中学校において、比較的短時間か
つ定時の対応により処置が可能である医療的
ケアが必要な児童・生徒に対し、訪問看護事
業所と学校等における医療的ケアに関する業
務を委託し、看護師を配置することで、教育
活動の充実を図ります。

7,644
障がい福祉
課

（Ⅱ　支え合い、生き生きと暮らせるまち）
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事業名 事業内容 事業費 課等名

36
医療的ケア児保
育所等訪問看護
支援事業費

　保育所等において、比較的短時間かつ定時
の対応により処置が可能である医療的ケアが
必要な児童に対し、訪問看護事業所と保育所
等における医療的ケアに関する業務を委託
し、看護師を配置することで、保育環境の充
実を図ります。

4,560
障がい福祉
課

37
人権啓発推進事
業費

　一人一人の基本的人権が尊重され、誰もが
安心して快適に生活を送ることができる社会
の実現に向けて、「厚木市人権施策推進指
針」に基づいた人権意識の高揚を図るため、
更なる人権啓発等に努めます。

1,533
市民協働推
進課

38
敬老祝品・祝金
等給付事業費

　多年にわたり社会の発展に寄与された高齢
者に対し、敬老祝品・祝金を贈呈し、長寿の
お祝いをします。

17,313 介護福祉課

39
子ども医療費助
成事業費

　０歳から中学卒業までの入・通院の健康保
険適用医療費の自己負担分を助成します（所
得制限なし）。

770,269
子育て給付
課

40
不妊治療費助成
事業費

　健康保険適用前に治療を開始した特定不妊
治療（顕微授精、体外受精） について、治
療費に要する費用の一部を助成します。

10,000
子育て給付
課

41
子育て支援セン
ター運営事業費

　子育てサロンの運営、育児不安等について
の相談指導、子育て講座、子育てサークル等
の支援など、子育て家庭に対する総合的な支
援を行います。

58,631
子育て支援
センター

42
ほっとタイムサ
ポーター事業費

　産前産後の育児や家事の負担を軽減するた
め、「ほっとタイムサポーター」を家庭へ派
遣し、子育て支援を行うとともに派遣費用の
一部を助成します。

7,093
子育て支援
センター

43
ほっとタイム
クーポン券配布
事業費

　「ほっとタイムサポーター」を１回無料で
利用できるクーポン券を出生世帯へ配布し、
産後の子育て支援の充実を図ります。

176
子育て支援
センター

44
こんにちは赤
ちゃん訪問事業
費

　生後４カ月までの乳児のいる家庭を訪問
し、子育てに関する不安や悩みの相談、子育
てに役立つ情報提供を行うことにより、乳児
のいる家庭の孤立化を防ぎ、乳児の健全な育
成を推進します。

8,081
子育て支援
センター

45
子育て支援託児
サービス事業費

アミューあつぎの利用者や市主催事業の参
加者等が、子どもを預けることで、自分の時
間を大切にしながら安心して活動できるよ
う、「託児室わたぐも」で一時預かりを行い
ます。

19,947
子育て支援
センター

46 （新）
子育てリフレッ
シュクーポン券
配布事業費

アミューあつぎの託児室「わたぐも」を活
用し、保護者のリフレッシュ等の機会が広が
るよう新規利用者に対しアミューあつぎ内で
利用できるクーポン券を配布し、子育て世帯
の育児ストレスの解消や孤立感の解消を図り
ます。

200
子育て支援
センター

47
放課後児童クラ
ブ運営事業費

　保護者の就労等により、放課後に帰宅して
も、家庭において適切な保育を受けることが
できない児童に、小学校の一時的余裕教室等
を活用して、適切な遊びと生活の場を提供す
るため、放課後児童クラブを運営します。

395,440
こども育成
課

（Ⅱ　支え合い、生き生きと暮らせるまち）
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事業名 事業内容 事業費 課等名

48
地域児童クラブ
育成支援事業補
助金

　保護者の就労等により、放課後に帰宅して
も、家庭において適切な保育を受けることが
できない児童の、適切な遊びと生活の場を確
保するため、地域児童クラブ（民間が運営す
る放課後児童クラブ）に補助金を交付し、運
営支援を行います。

55,244
こども育成
課

49

待機児童対策放
課後児童クラブ
施設運営費補助
金

　保護者の就労等により、放課後に帰宅して
も、家庭において適切な保育を受けることが
できない児童の、適切な遊びと生活の場を確
保することを目的として、公募を行った民間
児童クラブに対し、補助金を交付し、運営支
援を行います。

16,160
こども育成
課

50 （新）
放課後児童支援
員等処遇改善臨
時特例補助金

　新型コロナウイルス感染症への対応と少子
高齢化への対応が重なる最前線において働
く、放課後児童健全育成事業を行う事業所に
おける放課後児童支援員や補助員の処遇改善
のため、補助金を交付します。

5,610
こども育成
課

51
放課後子ども教
室推進事業費

　子どもたちの安心・安全な放課後の居場所
づくりを推進するため、小学校の一時的余裕
教室等を活用し、様々な体験学習、地域住民
との交流等を行う、放課後子ども教室を運営
します。

11,738
こども育成
課

52
子ども・子育て
支援新制度給付
金

　教育・保育の量の拡大及び質の向上を図る
ため、認定こども園及び給付型幼稚園に対
し、国が定めた子ども一人あたりの教育・保
育に要する費用を給付します。

1,620,169
こども育成
課

53
幼稚園型一時預
かり事業補助金

　教育時間終了後又は長期休業中等に、１号
認定子どもの保護者の希望により引き続き園
児の保育を行う「預かり保育」を実施してい
る「施設型給付」を受ける認定こども園、幼
稚園及び３号認定を受けた２歳児の預かりを
行う幼稚園に対し、預かり実績に応じて補助
します。

40,340
こども育成
課

54
認定こども園一
時預かり事業補
助金

　安心して子育てができる環境の充実を図る
ため、非在園児の預かりや通常の保育時間を
延長して長時間の預かりを行う市内認定こど
も園に対し、利用児童数に応じて、預かり事
業に要する費用を補助します。

16,284
こども育成
課

55
認定こども園新
制度補助金

　認定こども園移行後の事務や保育に係る経
費を補助し、施設が良質かつ適切な教育・保
育を提供する体制を確保し、子どもの処遇向
上及び教育・保育環境の充実を図ります。

24,512
こども育成
課

56
就園児実費徴収
補助金

　保護者の世帯所得の状況等を勘案して、特
定教育・保育施設及び特定子ども・子育て支
援施設等に対して保護者が支払うべき日用
品、文房具に要する費用又は副食材料費に要
する費用を補助します。

3,465
こども育成
課

57

幼稚園型認定こ
ども園防犯対策
整備事業費補助
金

　幼稚園型認定こども園の教育・保育環境の
向上を図るため、防犯対策整備に必要な経費
を補助します。

45,532
こども育成
課

58 （新）
幼稚園型認定こ
ども園施設整備
事業費補助金

　幼稚園型認定こども園の教育・保育環境の
向上を図るため、施設整備に必要な経費を補
助します。

25,369
こども育成
課

（Ⅱ　支え合い、生き生きと暮らせるまち）
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事業名 事業内容 事業費 課等名

59 （新）
幼稚園教諭等処
遇改善臨時特例
補助金

　新型コロナウイルス感染症への対応と少子
高齢化への対応が重なる最前線において働
く、認定こども園及び給付型幼稚園における
幼稚園教諭等について、賃金を引き上げるた
めの費用を令和４年４月から９月まで補助し
ます。
[対象]　認定こども園７、給付型幼稚園２

18,484
こども育成
課

60
子育て日常生活
支援事業費

　子どもを養育している家庭に対し、日常生
活用品（紙おむつ、おしりふき等）を支給し
ます。

89,100
子育て給付
課

61
幼稚園教諭奨学
金返済助成金

　幼児教育・保育に携わる人材の確保、定着
及び離職防止を図るため、市内幼稚園に勤務
する幼稚園教諭に対し、奨学金の返還に要し
た費用の一部（上限20万円/年）を助成しま
す。

2,000
こども育成
課

62
幼稚園教諭転入
奨励助成金

　幼児教育・保育に携わる人材の確保を図る
ため、新たに市外から転入し、市内幼稚園に
勤務する幼稚園教諭に対し、転入する際に要
した費用の一部（最大20万円）を助成しま
す。

600
こども育成
課

63
幼稚園教諭復職
等奨励助成金

　幼児教育・保育に携わる人材の確保を図る
ため、幼稚園教諭として勤務していない期間
が１年以上あり、市内幼稚園に新たに就職し
た幼稚園教諭に対し、一律10万円を助成しま
す。

400
こども育成
課

64 （拡）
幼児教育支援事
業補助金

　私立幼稚園に対し、園児の健康管理や預か
り保育等に係る補助金を交付し、幼児教育の
振興を図ります。また、特別な配慮が必要と
される児童の受入れを支援することで、幼稚
園の教育環境の充実を図ります。

83,825
こども育成
課

65
幼稚園等施設等
利用給付金

　幼児教育・保育無償化に伴い、幼稚園の利
用料の補助及び保育の必要性の認定を受けた
子どもに対する預かり保育料の補助を行うこ
とで、保護者の経済的負担を軽減するととも
に、幼稚園を利用する児童の増加を推進しま
す。

315,384
こども育成
課

66
幼稚園送迎ス
テーション事業
費

　私立幼稚園で実施している預かり保育利用
者の利便性向上のため、本厚木駅前のア
ミューあつぎ８階の託児室を利用し、園児を
一時的に預かり、幼稚園へ送る「幼稚園送迎
ステーション」を実施します。

13,967
こども育成
課

67
保育士奨学金返
済助成金

　幼児教育・保育に携わる人材の確保、定着
及び離職防止を図るため、厚木市久保子ども
の未来応援基金を活用し、市内保育施設（公
立保育所除く）に勤務する保育士に対し、奨
学金の返還に要した費用の一部（上限20万円
/年）を助成します。

3,000 保育課

68
保育士転入奨励
助成金

　幼児教育・保育に携わる人材の確保を図る
ため、厚木市久保子どもの未来応援基金を活
用し、新たに市外から転入し、市内保育施設
に勤務する保育士に対し、転入する際に要し
た費用の一部（最大20万円）を助成します。

1,000 保育課

69
保育士復職等奨
励助成金

　幼児教育・保育に携わる人材の確保を図る
ため、厚木市久保子どもの未来応援基金を活
用し、保育士として勤務していない期間が１
年以上あり、市内保育施設に新たに就職した
保育士に対し、一律10万円を助成します。

500 保育課

（Ⅱ　支え合い、生き生きと暮らせるまち）
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事業名 事業内容 事業費 課等名

70 （拡）
子育てリフレッ
シュ事業費

　厚木市久保子どもの未来応援基金条例に基
づき、日々の育児で忙しい子育て中の保護者
を対象に、一息つける時間や保護者同士が交
流できる場を提供し、保護者のリフレッシュ
を促し、育児ストレスの解消や子育て世帯の
孤立感の解消を図ります。

コロナ禍での孤立が懸念される子育て家庭
への取組を強化し、令和４年度は感染予防を
万全に行い、開催を10回に拡大します。

2,000
子育て支援
センター

71
私設保育施設入
所児助成事業費

　私設保育施設に保育を必要とする児童を４
か月以上入所させている、市内に居住する保
護者の経済的な負担の軽減を図るため、児童
一人に対し、年額30,000円を助成します。

3,900 保育課

72
施設等利用給付
事業費

　幼児教育・保育の無償化に伴い、私設保育
施設等を利用する保育を必要とする児童を対
象に、利用料を給付し、保護者の負担軽減を
図ります。

20,340 保育課

73
民間保育所運営
費補助金

　民間保育所における保育事業の振興と経営
基盤の強化を図るため、事業に要する経費に
ついて補助します。

639,841 保育課

74 （拡）
地域型保育施設
運営費補助金

　地域型保育事業（小規模保育事業・家庭的
保育事業）における保育事業の振興と経営基
盤の強化を図るため、事業に要する経費につ
いて、補助します。

88,045 保育課

75
入所児童保育委
託費

  市内認可民間保育所及び市外認可保育所に
対し、保育が必要な児童の保育実施を委託す
るための経費を支給します。

3,458,953 保育課

76
子ども・子育て
支援制度地域型
保育給付費

　地域型保育事業（小規模保育事業・家庭的
保育事業）に保育が必要な児童を受け入れる
ための経費を支給します。

712,282 保育課

77
保育士等就労応
援給付金

　保育人材の確保、定着及び離職防止を図る
ため、市内保育施設（公立保育所除く）に常
勤的に継続して勤務する保育士等に対し、年
額60,000円の給付金を支給します。

32,400 保育課

78
保育士等雇用サ
ポート事業補助
金

　保育の担い手である保育士確保の一環とし
て、認可保育所の運営法人等に対し、保育人
材の雇用等に要する経費の一部を補助しま
す。

30,000 保育課

79 （新）
保育士等処遇改
善臨時特例補助
金

　新型コロナウイルス感染症への対応と少子
高齢化への対応が重なる最前線において働
く、認可保育所等における保育士等につい
て、賃金を引き上げるための費用を令和４年
４月から９月まで補助します。

[対象]　認可保育所32、地域型保育事業所17

61,954 保育課

80
コミュニティ保
育推進事業補助
金

　子育てに共通の意識を持ち合わせた保護者
が、育児に対する知識や技術を高め合いなが
ら共同保育を実施する自主グループに運営費
の一部を補助します。

1,836 保育課

81
母子家庭等家賃
助成事業費

  ひとり親家庭の生活の安定と向上を図るた
め、家賃の一部を助成します。

70,924
子育て給付
課

82
高等職業訓練促
進事業費

  ひとり親家庭の親が、資格に関わる養成機
関に修業している期間に給付金を支給しま
す。

10,820
子育て給付
課

（Ⅱ　支え合い、生き生きと暮らせるまち）
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事業名 事業内容 事業費 課等名

83
高等学校卒業程
度認定試験合格
支援事業費

　ひとり親家庭の親又は児童が、高等学校卒
業程度認定試験の合格を目指すため、民間事
業者が実施する講座を受講した場合、受講に
要する費用の一部を支給します。

300
子育て給付
課

84
ひとり親家庭等
医療費助成事業
費

　ひとり親家庭等の親・養育者及び児童に対
し、健康保険適用医療費の自己負担分を助成
します。

150,000
子育て給付
課

85
児童虐待対策事
業費

　児童虐待相談件数の増加及び相談内容の複
雑多様化に対応するため、こども家庭相談管
理システムの稼働により相談業務の効率化を
図り、児童虐待等の早期発見、早期対応並び
に適正な支援を行います。
　また、要保護児童対策地域協議会の関係機
関等との連携を図り、各事案に応じたきめ細
かな支援に努めます。

42,376 家庭相談課

86
健康あつぎ推進
事業費

  健康あつぎ推進リーダー等を育成し、地域
における市民目線による健康づくり啓発事業
を実施します。

821
健康づくり
課

87 がん検診事業費

  がんの予防や早期発見のため各種がん検診
を実施します。
　また、受診率向上に向け、医療機関等とも
連携を図りながら、総合的にがん予防対策を
推進します。

435,270
健康づくり
課

88 健康診査事業費

　壮年期からの疾病の早期発見、早期治療及
び健康保持を推進するため、肝炎ウイルス検
診、特定健診、長寿健診における追加項目検
査を実施します。
　また、生活保護受給者等に対する健康診査
を実施します。

115,965
健康づくり
課

89
成人歯科健康診
査事業費

　歯周疾患や歯の喪失を予防し、壮年期から
の健康を維持するため、歯科健康診査を実施
します。

41,352
健康づくり
課

90
成人眼科健康診
査事業費

　緑内障等の眼疾患を早期に発見し、失明等
のリスクを減少させるため、眼科健康診査を
実施します。

643
健康づくり
課

91
骨粗しょう症検
診事業費

　骨量減少者を早期に発見し、骨粗しょう症
の予防や早期治療につなげるため、骨粗しょ
う症検診を実施します。

1,238
健康づくり
課

92 健康増進事務費
　健康増進法に基づき、壮年期からの疾病の
早期発見、早期治療及び健康維持を図るた
め、健康教育、健康相談等を実施します。

7,707
健康づくり
課

93
自殺予防対策事
業費

　地域における自殺予防対策を推進するた
め、当事者やその家族に対する支援、自殺予
防に関する普及啓発等を実施するとともに、
「厚木市自殺対策計画」に基づき、行政、関
係機関及び地域と連携・協働を図りながら、
総合的に自殺予防対策を推進します。

7,392
健康づくり
課

94
休日・夜間急患
診療補助金

　休日夜間急患診療所を運営する厚木医師会
に対し、運営に必要な経費の一部を補助し、
内科・小児科等の初期救急医療を確保しま
す。

73,898
健康長寿推
進課

95
病院群輪番制病
院補助金

　輪番制病院を運営する厚木病院協会に対
し、運営に必要な経費の一部を補助し、内
科・外科の二次救急医療を確保します。

57,338
健康長寿推
進課

（Ⅱ　支え合い、生き生きと暮らせるまち）
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事業名 事業内容 事業費 課等名

96
あつぎ健康相談
ダイヤル２４事
業費

　24時間、年中無休で、医療機関情報の提供
や医療、健康などに関するフリーダイヤル電
話相談を開設し、夜間でも気軽に相談できる
環境を整備するとともに、コンビニ受診や緊
急性の認められない救急搬送の抑制を推進し
ます。

14,637
健康長寿推
進課

97
看護職・歯科衛
生士等奨学金返
済助成金

　奨学金を利用して看護職・歯科衛生士等の
資格を取得し、現に奨学金の返済を行ってい
る方で、市内の医療機関等に就労している場
合に、奨学金の返済に要した費用の一部を支
給し、看護職等の人材確保を推進します。

9,000
健康長寿推
進課

98
看護職・歯科衛
生士等転入奨励
助成金

　看護職・歯科衛生士等で、市内の医療機関
等に就労している又は就職が決定した方が、
厚木市に転入した場合に、転入奨励助成金を
支給し、看護職等の人材確保を推進します。

20,500
健康長寿推
進課

99
看護職・歯科衛
生士等復職等奨
励助成金

　看護職・歯科衛生士等で、市内の医療機関
等に復職等する方に復職等奨励助成金を支給
し、看護職等の人材確保を推進します。

1,500
健康長寿推
進課

100
看護職人材確保
事業交付金

　看護職の人材確保が課題となっていること
から、厚木地区看護職合同就職相談会を開催
する際の支援等を通して、効果的な事業展開
を図ります。

300
健康長寿推
進課

101
障がい者歯科診
療運営費補助金

　二次歯科医療としての障がい者歯科診療を
運営する厚木歯科医師会に対し、運営に必要
な経費の一部を補助し、円滑な診療体制を確
保します。

34,369
健康長寿推
進課

102 （新）
要介護・高齢者
等歯科診療補助
金

　要介護・高齢者等歯科診療を運営する厚木
歯科医師会に対し、運営に必要な経費の一部
を補助し、円滑な診療体制を確保します。

4,702
健康長寿推
進課

103 （新）
要介護・高齢者
等歯科診療設備
整備事業費

　一般の診療所では治療が困難な要介護・高
齢者に対する歯科診療施設として、厚木市歯
科保健センターの利用環境を整えるため、適
切な設備整備を行います。

12,122
健康長寿推
進課

104
母子保健衛生事
業費

　母子保健法に基づく健康診査や保健指導な
どを実施します。
　また、妊産婦の方が、安心・安全で健やか
な妊娠期や出産、産後を過ごすことができる
よう、妊婦健康診査事業、産婦健康診査事
業、新生児聴覚検査事業等を実施します。

220,157
健康づくり
課

105 母子支援事業費

　母子健康包括支援センターにおいて、母子
保健コーディネーター等による妊婦の方に対
する全数面談・情報提供等を行うとともに、
支援が必要な方に対して産前・産後サポート
事業や産後ケア事業等を実施し、妊産婦の方
への支援を行います。

42,078
健康づくり
課

106
定期予防接種事
業費

　子ども及び高齢者等の感染症の予防を図る
ため、予防接種法に基づく定期予防接種を実
施します。
　また、昭和37年４月２日から昭和54年４月
１日までの間に生まれた男性に対し、風しん
抗体検査及び風しんの予防接種を引き続き実
施します。

617,926
健康づくり
課

107

新型コロナウイ
ルスワクチン接
種体制確保事業
費

　新型コロナウイルス感染症のワクチン接種
を円滑に進めるための体制整備を行います。

1,035,756
健康づくり
課

（Ⅱ　支え合い、生き生きと暮らせるまち）
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事業名 事業内容 事業費 課等名

108
新型コロナウイ
ルスワクチン接
種事業費

　新型コロナウイルス感染症のワクチン接種
を実施することにより、感染拡大の防止を図
ります。

323,477
健康づくり
課

109 （新）
予防接種健康被
害調査委員会運
営費

　健康被害と予防接種との因果関係に関する
調査、資料収集、特殊検査又は剖検の実施に
ついての助言等に関することの審議をするた
め、委員会を運営します。

351
健康づくり
課

110 未病施策事業費

　健康度見える化コーナー（未病センター）
において、利用者自身による各種健康機器を
使った継続的な健康度チェックをするととも
に、専門職による健康に関する相談又は助言
を行います。

5,469
健康づくり
課

111 （新）
病院事業会計重
点施策負担金

　令和４年度からスタートする第３次厚木市
立病院経営計画における重点施策として、高
度ながん治療と緩和ケアを充実するがん診療
連携指定病院の指定、迅速かつ高度で専門的
な診療体制を整備する脳卒中センターの開
設、安全かつ快適な分娩環境を整備する無痛
分娩初診外来の開設など、新たな政策医療を
提供します。

200,000 経営管理課

（Ⅱ　支え合い、生き生きと暮らせるまち）
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（新）・・・新規事業　 　（拡）・・・拡充事業　 　(単位：千円)

事業名 事業内容 事業費 課等名

1
文化会館リ
ニューアル事業
費

　文化会館のリニューアルに向けて、PFI事
業（RO方式）により実施するため、事業者募
集のための入札公告後、事業者の選定を行
い、事業契約を締結します。

14,469
文化生涯学
習課

2
市民文化祭開催
事業費

　芸能音楽発表、文化作品展示、市民参加部
門からなる市民文化の祭典を開催し、文化芸
術の発表の場を提供することで、市民の自発
的な文化芸術活動の推進を図ります。

[開催時期]　10月中旬～11月中旬
[開催場所]　文化会館・市民交流プラザほか

2,225
文化生涯学
習課

3

あつぎミュー
ジックフェス
ティバル開催事
業補助金

　青少年を対象に新人シンガー発掘の公開
オーディション及びコンサートを行い、文化
芸術活動への参加の機会を創出することで、
本市出身の若手アーティストの育成や、音楽
文化の普及向上を図ります。

[開催時期]　オーディション　８月下旬
   コンサート　　　11月上旬

1,000
文化生涯学
習課

4
輝き厚木塾開設
事業費

　市民と行政とが協働で行う生涯学習のスタ
イルで、市民が講師となり自主的に講座の企
画・運営を行い、生涯学習の推進を図りま
す。

1,020
文化生涯学
習課

5 （新）

あつぎ協働大学
カーボンニュー
トラル講座開設
事業費

　2050年カーボンニュートラルの実現に向
け、市民がカーボンニュートラルの必要性の
理解を深め、その推進を図るための講座を開
設します。

1,400
文化生涯学
習課

6
厚木北児童館整
備事業費

　令和３年度に竣工した厚木北児童館の賃貸
借料の支払いを行います。

25,230 青少年課

7
青少年指導員活
動事業費

　青少年指導員が、自治会や青少年関係団体
と連携を取りながら、地域ぐるみで青少年の
健全な育成活動の推進に努めます。

4,436 青少年課

8
青少年自然文化
体験研修事業費

　友好都市の子どもたちとの交流や学習を通
して、相互理解と友情を深めるとともに、自
然と触れ合う活動等により、未来を担う子ど
もたちの視野を広げ、両市の友好交流を促進
します。

7,724 青少年課

9
（仮称）未来館
整備事業費

　誰もが気軽に立ち寄ることができ、交流の
場としての機能を備えた施設を目指すととも
に、現在の子ども科学館の機能向上を図り、
科学を始めとした学びや体験機能が充実した
（仮称）未来館の基本設計を行います。

30,277 青少年課

10
アミューあつぎ
改修事業費（中
長期保全）

　子どもから高齢者まであらゆる世代が交流
できる大規模な官民複合施設として、安全で
安心できるサービスを提供するため、中長期
計画に基づき、計画的な修繕を実施し、施設
の長寿命化を図ります。

194,986
文化生涯学
習課

歳出のあらまし

Ⅲ　夢や希望を持ち、自己実現ができるまち

（Ⅲ　夢や希望を持ち、自己実現ができるまち）
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事業名 事業内容 事業費 課等名

11
運動公園長寿命
化事業費

　荻野運動公園の大規模施設（体育館棟及び
プール棟）の長寿命化に向け、計画的に安全
性、機能性に配慮しながら改修を行います。

体育館外部床修繕　30,000千円
体育館電気時計設備ほか更新修繕　6,000千
円

36,000 公園緑地課

12 （拡）
小中学校通学区
域再編成委員会
運営費

　市立小・中学校の適正規模・適正配置を図
るため、教育委員会の諮問に応じ、適正な通
学区域の再編成に関する事項を審議する小中
学校通学区域再編成委員会を運営します。

5,883 教育総務課

13 （新）
小中学校プール
施設最適化推進
事業費

　小・中学校プール施設の老朽化等に対応
し、児童・生徒により安全で質の高い水泳指
導を提供するため、プール施設最適化の取組
等を推進します。

20,593 教育総務課

14 （新）
学校施設整備基
金積立金

　老朽化が進む学校施設の計画的な施設整備
のため、学校施設整備基金条例に基づき、必
要な整備費を基金に積み立てます。

2,000,010 教育総務課

15
英語教育推進事
業費

　児童・生徒に国際理解の素地を培い、英語
によるコミュニケーション能力を育む英語教
育を推進するため、市立小・中学校に英語を
母語とする外国語指導助手（ＡＬＴ）を配置
します。

49,522 教育指導課

16 （新）
グローバル教育
交流事業費

　市及び市教育委員会とエデュケーション・
ニュージーランドとの教育交流に関する了解
覚書締結に基づき、ニュージーランドと教
員・児童・生徒及び学校間との交流を活性化
し、教員による英語教授法や児童・生徒の国
際理解の促進を図ります。

7,383 教育指導課

17
特別支援教育推
進事業費

　特別な支援を必要とする児童・生徒に対す
る総合的な支援体制を整備するため、市立
小・中学校に学校教育指導員を派遣するほ
か、特別支援教育介助員の配置等を行いま
す。
  また、特別な支援を必要とする子どもへの
適切な就学相談、就学指導を行うため、「厚
木市教育支援委員会」を運営し、学校教育に
おいて、全ての子どもたちが生き生きと学ぶ
環境づくりを推進するとともに、特別支援教
育の充実を図ります。

121,904 教育指導課

18
インクルーシブ
教育推進事業費

　共生社会の実現に向けて、障がいの有る無
しに関わらず、全ての子どもができるだけ同
じ場で共に学び、共に育つことを目指すイン
クルーシブ教育を推進するため、推進協力校
において支援体制づくりや環境整備等につい
て研究を行います。
　また、一人一人の可能性を伸ばし自己実現
が図れるよう、支援が必要な児童・生徒への
一貫した切れ目のない支援体制を確立しま
す。

360 教育指導課

19
外国籍児童・生
徒等支援事業費

　日本語が理解できず学校生活に支障をきた
す外国籍児童・生徒及び帰国児童・生徒に対
し、母語等の話せる日本語指導協力者を派遣
するとともに、外国籍児童・生徒が多く在籍
する学校で、放課後等を利用し、日本語の習
得や学習補助を目的とした補習教室を開設す
るための支援員を派遣します。

20,225 教育指導課

（Ⅲ　夢や希望を持ち、自己実現ができるまち）
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事業名 事業内容 事業費 課等名

20
小中一貫教育推
進事業費

　義務教育９年間を見通した教育課程の編成
と指導の工夫改善のため、中学校区での研修
を行います。
　また、児童の中学校に対する不安を和らげ
るために、教員が市立小・中学校での授業を
兼務することを円滑に行うため、中学校に非
常勤講師を派遣します。

4,849 教育指導課

21
児童・生徒登下
校等安全推進事
業費

　児童・生徒が安心して登下校できるように
するため、防犯ブザーの配布や学童通学誘導
員の配置等を行います。

7,681 学務課

22 （新）

小学校通学路安
全点検ウェアラ
ブルカメラ導入
事業費

　通学路における事故を未然に防ぐため、市
立小学校に登下校時の児童が装着できるウェ
アラブルカメラを導入し、児童の視線から見
た問題となる場所などを点検します。

2,530 学務課

23
学校支援プロ
ジェクト推進事
業費

　児童・生徒の問題行動に対し、関係機関と
連携してプロジェクトチームを組織し、一人
一人に適した対応を図るとともに、定期的に
学校訪問を行い、必要な情報を収集し、問題
行動未然防止の観点から、管理職や担当教員
に対し、組織的かつ効果的な児童・生徒指導
について助言します。

3,113 教育指導課

24

インターナショ
ナルセーフス
クール推進事業
費

インターナショナルセーフスクールの考え
方や手法を用い、児童・生徒がより安心・安
全に過ごすことができる学校づくりを支援し
ます。また、清水小学校、妻田小学校及び睦
合東中学校の再認証に向けた取組を実施しま
す。

3,092 教育指導課

25
ＳＥＬ教育基金
事業費

　厚木市ＳＥＬ教育基金条例に基づき、確か
な学力を身に付けた心豊かで健康な児童及び
生徒を育成するために、厚木こども科学賞、
理科・科学教育推進のための事業等を実施し
ます。

1,436 教育指導課

26
教育調査研究部
会運営費

　教育の新たな動向や今日的な課題に対応す
るため、教職員等で構成する研究部会をテー
マごとに設け、毎月１回程度部会を開き、課
題解決に向けての調査研究や、教材・資料の
作成を行います。また、各校の情報教育の担
当者に対し、情報教育推進連絡会を開催しま
す。

266 教育研究所

27
教育資料提供事
業費

　学校・家庭・地域社会における教育を支援
するため、児童・生徒用の教材や、研究の成
果をまとめた研究紀要等を作成・提供しま
す。また、教職員を始めとする教育関係者の
実践をまとめた教育実践記録集の発行や、教
育に関する資料の収集・提供を行います。

3,580 教育研究所

28
先生のための研
修事業費

　教員の指導力向上のため、教育に関する
国・県の動向や今日的課題を踏まえ、希望制
研修や専門性の向上を図るための指定研修、
初任者研修、教育研究発表会・教育講演会を
実施し、研修の充実に努めます。

1,100 教育研究所

29
青少年教育相談
事業費

　児童・生徒とその保護者等が抱える課題の
改善のため、来所相談や家庭訪問、学校への
派遣・配置等による相談活動を行います。ま
た、複雑・多様化する課題の深刻化を防ぐた
めに、関係機関等と連携し早期改善を目指し
ます。

64,997
青少年教育
相談セン
ター

（Ⅲ　夢や希望を持ち、自己実現ができるまち）
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事業名 事業内容 事業費 課等名

30
登校支援推進事
業費

　不登校を未然に防ぐため、毎月実施する学
校計画訪問を通して状況把握を行い、課題改
善に向けた校内の教育相談体制の構築を支援
し、学校と連携した様々な対策を実施しま
す。

10,002
青少年教育
相談セン
ター

31
教育支援教室運
営事業費

　不登校児童・生徒が、小集団での学習や体
験活動を通して心の安定を図り、社会的自立
を目指していけるように、個に応じた支援や
学習指導を行います。また、保護者を対象に
セミナーを行い、情報交換と保護者同士の
ネットワークづくりを推進します。

11,087
青少年教育
相談セン
ター

32 （新）
小学校特別教室
冷暖房設備設置
事業費

　児童が快適な教育環境の中で安心して安全
に学校生活を送ることができるよう、特別教
室等への冷暖房設備の設置を行います。

[設置校]　８校（三田小、清水小、妻田小、
鳶尾小、毛利台小、上荻野小、依知小、上依
知小）

7,290 教育施設課

33
小学校校舎・体
育館改修事業費
（長寿命化）

　児童が快適な教育環境の中で安心して安全
に学校生活を送ることができるよう、受変電
設備改修工事並びに令和５年度以降の工事に
向けた外壁・屋上及び受変電設備改修の設計
を行います。

[設計委託]
　外壁・屋上１校（愛甲小）

　 受変電設備２校（戸室小、愛甲小）
[工事]　受変電設備１校（南毛利小）

80,230 教育施設課

34
小学校校庭整備
事業費

　児童が快適な屋外施設環境の中で安心して
安全に学校生活を送ることができるよう、令
和５年度以降の工事に向けたグラウンド改修
の設計等を行います。

[測量及び実施設計委託]　１校（愛甲小）

9,438 教育施設課

35 （新）
小学校校舎等改
修事業費

　三田地区の公共下水道整備に伴い、三田小
学校の排水を公共下水道に接続するための工
事に向けた設計を行います。

2,717 教育施設課

36 （新）
小学校ＬＥＤ化
推進事業費

　2050年カーボンニュートラルに向けた取組
の一環として、学校施設に設置している照明
器具をＬＥＤ器具に更新することで、施設の
省エネルギー化を図るとともに、児童が安心
して安全に学校生活を送ることができる快適
な教育環境を確保します。

[修繕]　１校（戸田小）

43,500 教育施設課

37
小学校保護者負
担軽減事業費

　教材・教具消耗品や実習材料等の購入費の
一部を公費で負担することにより、保護者の
経済的負担の軽減を図ります。

25,817 学務課

38
元気アップス
クール推進事業
交付金

　各市立小・中学校が、子どもたちの「生き
る力」を育むことを目的に、地域との絆を大
切にした特色ある学校づくりを推進し、各校
の重要課題や新たな課題等への対応を図るた
め、各校からの申請に基づき必要な経費を交
付します。

32,759 教育指導課

（Ⅲ　夢や希望を持ち、自己実現ができるまち）
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事業名 事業内容 事業費 課等名

39 （新）
カーボンニュー
トラル教育推進
事業費

　市立小・中学校においてカーボンニュート
ラルに関する取組を実施するに当たり、基礎
的な事項を学ぶ機会を設け、意識付けを図り
ます。

1,080 教育指導課

40
要保護及び準要
保護児童就学援
助事業費

　教育の機会均等を図るため、経済的な理由
により就学が困難な児童の保護者に、学用品
等の経費の一部を支給します。

76,473 学務課

41
小学校児童支援
推進事業費

　不登校やいじめ、問題行動などに対して、
きめ細かな対応ができるように、小学校に非
常勤講師を派遣し、落ち着いた学校生活や学
力の向上を図ります。

34,019 教職員課

42
中学校校舎・体
育館改修事業費
（長寿命化）

　生徒が快適な教育環境の中で安心して安全
に学校生活を送ることができるよう、受変電
設備改修工事並びに令和５年度以降の工事に
向けた外壁・屋上及び受変電設備改修の設計
を行います。

[設計委託]　外壁・屋上１校（藤塚中）
　受変電設備１校（荻野中）

[工事]　受変電設備１校（厚木中）

124,720 教育施設課

43 （新）
中学校ＬＥＤ化
推進事業費

　2050年カーボンニュートラルに向けた取組
の一環として、学校施設に設置している照明
器具をＬＥＤ器具に更新することで、施設の
省エネルギー化を図るとともに、生徒が安心
して安全に学校生活を送ることができる快適
な教育環境を確保します。

[修繕]　１校（睦合東中）

67,600 教育施設課

44 （新）
中学校夜間学級
運営負担金

　中学校夜間学級への入学を希望する市民の
方の学びの機会を確保するため、広域的な仕
組みに参加し、必要経費を負担します。

2,277 教育総務課

45
中学校給食施設
整備事業費

　全中学校を対象に安心・安全な給食を継続
的に提供するため、（仮称）厚木市学校給食
センターを整備します。

鉄骨造２階建て　延床面積 3,988.54㎡

2,727,163 学校給食課

46
中学校保護者負
担軽減事業費

　教材・教具消耗品や実習材料等の購入費の
一部を公費で負担することにより、保護者の
経済的負担の軽減を図ります。

17,366 学務課

47
要保護及び準要
保護生徒就学援
助事業費

　教育の機会均等を図るため、経済的な理由
により就学が困難な生徒の保護者に、学用品
等の経費の一部を支給します。

50,192 学務課

48
中学校少人数学
級実施事業費

　学校の実態に応じて少人数の学級編制を行
うため、中学校に非常勤講師を派遣し、生徒
一人一人に対してきめ細かな指導を行うこと
により、学力の向上や問題行動と不登校の減
少を図ります。

9,270 教職員課

49
家庭教育情報提
供事業費

　家庭教育の必要性や重要性を啓発するとと
もに、家庭教育に必要な情報を提供するため
に、講演会等を実施します。

[対象・回数]　乳幼児の保護者　１回
[対象・回数]　小中学生の保護者　２回

270 社会教育課

（Ⅲ　夢や希望を持ち、自己実現ができるまち）
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事業名 事業内容 事業費 課等名

50
地域ぐるみ家庭
教育支援事業費

  家庭教育の向上を目指すため、地域自らが
主体となって地域の特性をいかしながら、家
庭教育支援の視点を加えた取組を推進するた
め、地域ぐるみ家庭教育支援フォーラムを開
催します。

80 社会教育課

51
地域ぐるみ家庭
教育支援事業交
付金

　各地区の地域ぐるみ家庭教育支援事業実行
委員会等に交付金を交付します。

900 社会教育課

52
厚木北公民館整
備事業費

　新公民館建設に向けて新築設計等を実施し
ます。

75,836 社会教育課

53
図書館整備事業
費

　中町第２－２地区に整備される複合施設内
に、市民の学び、成長、楽しみに役立つ情報
拠点となる新図書館を整備します。
　基本設計及び実施設計に向けた業務委託を
継続します。

5,440 中央図書館

54 （拡）
電子図書館事業
費

　24時間365日、スマートフォン等で閲覧で
きる電子図書館について、電子書籍の充実を
図ります。

6,600 中央図書館

55
郷土博物館活動
推進事業費

  博物館活動の推進を図り、生涯学習の拠点
として、ふるさと厚木の文化や歴史、自然に
触れて郷土愛を育むとともに、生涯にわたっ
て学べる機会の充実を図ります。

2,085
文化財保護
課

56
郷土博物館特別
展示事業費

　郷土博物館における調査・研究の成果を広
く市民へ公開するため、国指定重要文化財を
含む土器などの展示や講座を開催します。

・有孔鍔付土器と人体装飾文の世界
・あなたの知らないバッタの素顔－学芸員が
愛したバッタ－
・人形とともに－相模人形芝居長谷座、林座
の50年－

14,582
文化財保護
課

57
市史編さん事業
費

　本市の歴史的変遷をまとめるため、資料の
調査、市史の編集作業等を実施するととも
に、市史編さん事業を広く周知するため、
『厚木市史資料叢書』及び『厚木市史たよ
り』を発行します。

14,864
文化財保護
課

58 郷土芸能事業費

　市内に伝わる郷土芸能の継承と普及のため
に、保育施設、小・中学校、公民館等を対象
とした事業を実施します。
　また、本市が幹事となり、２件のイベント
を市内施設で実施します。

・郷土芸能普及公演
・郷土芸能出前体験教室
・郷土芸能学校
・郷土芸能まつり
・第50回相模人形芝居大会（４市５団体）
・第44回相模ささら踊り大会（６市８団体）

3,709
文化財保護
課

59
市民スポーツ活
動推進事業費

 多くの市民にスポーツに触れ合う機会を提
供するため、ニュースポーツを体験するス
ポーツなじみＤＡＹなどを開催します。

・「一市民一スポーツ運動」の推進
・スポーツなじみＤＡＹ（年３回）

387
スポーツ推
進課

（Ⅲ　夢や希望を持ち、自己実現ができるまち）
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60
スポーツ推進事
業補助金

　生涯スポーツの普及・推進を図るため、公
益財団法人厚木市スポーツ協会が行うスポー
ツ推進事業に要する経費に対して補助金を交
付します。

・スポーツ大会開催事業
・スポーツ教室開催事業
・指導者養成事業他

13,867
スポーツ推
進課

61
あつぎスポーツ
アカデミー推進
事業補助金

　全国大会等に出場するトップアスリートを
輩出するため、公益財団法人厚木市スポーツ
協会が行うあつぎスポーツアカデミー事業に
要する経費に対して補助金を交付します。

・ジュニア育成事業（運動能力開発、競技力
向上）
・指導者養成事業

4,780
スポーツ推
進課

62
市民体力向上推
進事業費

　学校法人日本体育大学と連携し、幼児から
高齢者の幅広い世代に体力向上や健康増進を
図る事業に対し、講師の派遣等を行いスポー
ツへの関心を高めスポーツ人口の拡大を図り
ます。

734
スポーツ推
進課

63
ねんりんピック
開催事業費

　本県で開催する「ねんりんピックかながわ
2022」の各種交流大会のうち、ラグビーフッ
トボール（海老名市と共同開催）と健康マー
ジャンの交流大会を本市において開催しま
す。

15,500
スポーツ推
進課

64
グラウンド・ゴ
ルフ場整備事業
費

　子どもから高齢者まで楽しむことができる
グラウンド・ゴルフ場の整備を行います。

60,000
スポーツ推
進課

65
飯山グラウンド
整備事業費

　スポーツ・レクリエーション活動の普及を
図るため、グラウンドの施設改修等を行い、
新たな市営体育施設に向けた整備を進めま
す。

48,300
スポーツ推
進課

（Ⅲ　夢や希望を持ち、自己実現ができるまち）
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（新）・・・新規事業　　　（拡）・・・拡充事業　　　　(単位：千円)

事業名 事業内容 事業費 課等名

1
あつぎの魅力創
造・交流事業費

　「第２期まち・ひと・しごと創生人口ビ
ジョン・総合戦略」の基本目標に位置づける
「転入促進」と「合計特殊出生率上昇」を図
るため、本市の魅力の発信や交流の場の創出
に取り組みます。

[実施主体]　厚木市地方創生推進プロジェク
ト

7,000 企画政策課

2
飯山地区住居表
示整備事業費

　住所の混乱や不便を解消し、分かりやす
く、暮らしやすい快適な生活環境の創出を目
指し、飯山地区の住居表示を実施します。

39,722
まちづくり
指導課

3
障害者雇用奨励
交付金

　市内中小企業等において、障がい者の雇用
の促進を図り、就労機会の拡大につなげるた
め、雇用奨励金を交付します。

[対象者]　毎年８月１日時点で、市内で１年
以上継続して事業を営んでいる従業員300人
以下の中小企業で、市内の事業所に障がい者
を１年以上継続して常用雇用し、障害者雇用
率を達成している事業主
[交付金額]　市内に住所を有する障がい者１
人につき年額６万円、市外に住所を有する障
がい者１人につき年額５万円
[交付期間]　10年

5,435 産業振興課

4
若者・女性雇用
拡大事業費

　正規雇用を希望する若者やキャリアブラン
クのある女性の市内企業への就職を支援する
ため、求職者のスキルアップの集合研修と求
人企業とのマッチングを図る交流会を開催し
ます。

4,000 産業振興課

5
高年齢者継続雇
用奨励補助金

　市内中小企業等において、高年齢者の雇用
の促進を図り、就労機会の拡大及び技術の確
実な継承の促進につなげるため、雇用奨励金
を交付します。

[対象者]　毎年８月１日時点で、市内で１年
以上継続して事業を営んでいる従業員300人
以下の中小企業で、市内の事業所に66歳以上
の高年齢者を１年以上継続して常用雇用して
いる事業主
[交付金額]　市内に住所を有する高年齢者１
人につき年額３万円、市外に住所を有する高
年齢者１人につき年額１万円
[交付期間]　５年

3,215 産業振興課

歳出のあらまし

Ⅳ　人が集い、交流し、新たな価値を生むまち

（Ⅳ　人が集い、交流し、新たな価値を生むまち）
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事業名 事業内容 事業費 課等名

6
勤労者奨学金返
済助成金

　大学等在学中に奨学金を利用し、卒業後市
内中小企業の事業所に勤務し、奨学金を返済
している勤労者に対して、返還している奨学
金に応じて補助金を交付します。

[対象者]　大学等在学中に日本学生支援機構
等の奨学金を利用し、市内在住かつ市内事業
所に勤務している大学等卒業後５年以内の者
[助成率]　　補助対象経費の１/２
[上限額]　　12万円
[交付期間]　最長７年間

6,005 産業振興課

7 （新）
農業委員会タブ
レット導入事業
費

　国が推進する農地利用最適化を更に推進す
るため、タブレットを導入し、委員活動及び
業務の効率化を図ります。

2,229
農業委員会
事務局

8 （新）
認定農業者確
保・育成事業費

　認定農業者に、ＩＣＴ等の最先端技術を活
用した農業機械等の導入を支援し、地域農業
の中心的な担い手の確保・育成とスマート農
業の推進を図ります。

・最新技術活用機械・設備への補助
[補助率]　50％以内
[上限額]　1,000千円
・その他農業機械等への補助
[補助率]　35％以内
[上限額]　500千円

5,500 農業政策課

9 （新）
経営継承・発展
等支援事業補助
金

　地域農業の担い手の経営を継承した後継者
による、その経営を発展させる取組（販路の
開拓、新品種の導入、認証取得、営農の省力
化、品質の向上等）に係る経費について、国
と一体となり補助します。

[対象者]　地域の中心的経営体の後継者
[上限額]　1,000千円

1,000 農業政策課

10 （新）
農福連携推進事
業費

　農福連携の実現に向け、課題抽出と気運の
醸成を図るため、農業者へのアンケート調査
や、講習会・意見交換会を実施するほか、試
験的に農福連携に取り組む農業者や福祉事業
者に協力金を支給し、事業への参画を促しま
す。

200 農業政策課

11
耕作放棄地再生
利用事業費補助
金

　耕作放棄地を農地へ再生し、戦略的作物等
の作付けを行うことで、農地の保全と農業経
営の安定を推進します。

990 農業政策課

12
農業経営基盤強
化促進事業補助
金

　農業経営の安定と生産力の確保を図り、食
料自給率の向上と農業の多面的機能の維持に
寄与します。

・生産組合長会運営費補助金
・農協営農相談事業等運営費補助金
・経営所得安定対策推進事務費補助金
・農業機械導入事業補助金

7,294 農業政策課

13
自立経営農家育
成資金融資事業
費

　市と厚木市農協が融資資金を負担し、厚木
市農協が市内農業者へ低利な資金融資を行い
ます。

10,000 農業政策課

（Ⅳ　人が集い、交流し、新たな価値を生むまち）
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事業名 事業内容 事業費 課等名

14
鳥獣保護管理対
策事業費

　有害鳥獣（ニホンザル、イノシシ等）の捕
獲、銃器や煙火等による追い払い、追い上げ
により、人と野性動物の棲み分けを基本とし
た効果的な被害防除を推進し、野生鳥獣によ
る各種被害を防止し、市民の安心・安全及び
農業経営の安定に努めます。

42,072 農業政策課

15
ヤマビル対策事
業費

　ヤマビルが生息しにくい環境整備を図るた
め、地域住民と協働で草刈り、落葉かきを実
施します。
　また、忌避剤の無料配布や市ＨＰでの注意
喚起を行います。
[対象地区]　上荻野、小鮎、玉川、森の里

3,792 農業政策課

16
農作物鳥獣害防
護対策事業補助
金

　市内で農作物を生産している個人や団体が
設置する防護柵（電気柵）の設置費用の一部
を補助し、農業者の安定した農業経営を推進
します。

1,000 農業政策課

17
有害鳥獣防除団
体育成交付金

　市内の有害鳥獣防除団体（２団体）に対
し、組織の育成強化を支援し、防除対策の更
なる充実を図ることを目的に交付します。

300 農業政策課

18
市民朝市開催事
業費

  市内で生産、収穫された新鮮で安心・安全
な農畜産物の販売を通じて、地域住民と農業
者との交流を促進し、地産地消の推進と農業
経営の安定を図るため、市民朝市を開催しま
す。

2,000 農業政策課

19
農畜産物等移動
販売車運行事業
費補助金

  移動販売車の継続的・安定的な運行支援を
することで、地域住民の買い物支援や地産地
消の推進、市内農家の所得向上を図ります。

200 農業政策課

20
果樹振興対策事
業補助金

　果樹園の整備を行うことにより、果樹収量
の安定及び品質の向上を図るとともに、都市
農業にふさわしい都市近郊型農園の整備を図
ります。

2,009 農業政策課

21 農道整備事業費

　生産基盤である農道の拡幅整備・舗装整備
を行い、農業用車両の通行を容易にするとと
もに大型機械等の導入を可能にし、作業の省
力化、搬入・搬出の効率化及び農業生産性の
向上を図ります。
[測量・設計委託]　小鮎地区　１件

5,000 農業政策課

22
農とみどりの整
備事業費

　生産基盤である農道の拡幅整備・舗装整備
を行い、農業用車両の通行を容易にするとと
もに大型機械等の導入を可能にし、作業の省
力化、搬入・搬出の効率化及び農業生産性の
向上を図ります。
　また、かんがい排水路や取水堰等の整備や
破損箇所の改修を行い、良好な耕作（稲作）
環境を確保し、作業の効率化や農業生産性の
向上を図ります。
[農道整備工事]　荻野地区　１件

25,828 農業政策課

23
農業水利施設改
修事業費

　生産基盤であるかんがい排水路や取水堰等
の整備や破損箇所の改修を行い、良好な耕作
（稲作）環境を確保し、作業の効率化や農業
生産性の向上を図ります。
[かんがい排水路整備・改修工事]
睦合地区２件、荻野地区１件、玉川地区１
件、南毛利地区２件
[測量・設計委託]
依知地区２件、小鮎地区１件、南毛利地区３
件

127,560 農業政策課

（Ⅳ　人が集い、交流し、新たな価値を生むまち）
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事業名 事業内容 事業費 課等名

24
除間伐促進事業
補助金

　材木の健全な成長を図るため、神奈川県の
協力協約制度を活用し、森林所有者が行う除
伐、間伐に必要な経費を補助します。

[対象面積]　人工林　3ha

2,433 農業政策課

25
元気な森づくり
事業費補助金

　森林整備の機動性を高めるため、高性能林
業機械の導入の促進や、間伐材の搬出必要な
経費を補助します。

[高機能機械導入]　レンタル３か月
[間伐材搬出]　900㎥

10,550 農業政策課

26
商店会連合会振
興費補助金

　市内商業の核となる団体である厚木市商店
会連合会を補助し、商業振興を図ります。

7,900
商業にぎわ
い課

27
子育てパスポー
トＡＹＵＣＯ運
営事業費

　18歳以下の子どもと同居する保護者を対象
に割引やサービスなどの特典を受けられる子
育てパスポートＡＹＵＣＯを運営すること
で、市内商業店舗の販売促進を図るととも
に、子育て世帯を支援します。

724
商業にぎわ
い課

28
商業活性化セミ
ナー事業費

　商店の売上向上や商店会のにぎわいの創出
を目的としたセミナーを行います。

400
商業にぎわ
い課

29 （拡）
商店街等プレミ
アム商品券支援
事業補助金

　市内商店会等が神奈川県商店街等プレミア
ム商品券支援事業費補助金を活用し、商品券
を発行する事業費の一部を補助します。

[対象者]　市内商店会
[補助率]　補助対象経費の１/４
[上限額]　66万６千円

4,664
商業にぎわ
い課

30
中小企業設備投
資促進事業補助
金

　製造業を営む市内中小企業者等が生産の拡
大・効率化を図るために行った設備投資に掛
かる費用の一部を補助します。

[対象者]　製造業等を営む市内中小企業者等
[補助率]　小規模企業者は、対象経費の７％

　中小企業者は、対象経費の５％
[上限額]　200万円

10,000 産業振興課

31
特許等出願支援
補助金

　市内中小企業者等が新製品、新技術の保護
のため、国内の産業財産権（特許、実用新
案、意匠、商標）を取得する際に掛かる費用
の一部を補助します。

[対象者]　市内中小企業者等
[補助率]　補助対象経費の１/２
[上限額]　10万円

350 産業振興課

32 （新）
中小企業カーボ
ンニュートラル
推進事業補助金

　温室効果ガスの排出量が多い製造業を営む
中小企業に対して、省エネ設備や電気自動車
の導入に係る経費の一部を補助します。

[対象者]　製造業を営んでいる中小企業事業
主
[補助率]　補助対象経費の２/３
[上限額]　電気自動車100万円

　ＥＶ充電器100万円
　省エネ設備（ＬＥＤ及び空調等）
　50万円

15,000 産業振興課

（Ⅳ　人が集い、交流し、新たな価値を生むまち）
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事業名 事業内容 事業費 課等名

33
中小企業融資制
度預託金

　特定金融機関に一定の資金を無利子で預託
し、市内中小企業者に対し、低利な融資を行
うことにより、資金調達の円滑化と経営の安
定を図ります。

[特定金融機関]　18金融機関

1,700,000 産業振興課

34
中小企業融資事
業補助金

　市融資制度等を利用した場合に掛かる利子
や神奈川県信用保証協会に支払った保証料の
一部を補助します。

・利子補給
[対象者]　対象となる融資を受けた市内中小
企業者等
[補助率]　年間に支払った利子額の１/２
[上限額]　20～50万円
[補助期間]　市制度36～48か月、県制度（創
業支援融資）24か月

・信用保証料補助
[対象者]　市内中小企業者等
[補助率]　支払った保証料の１/２
[上限額]　20～50万円

95,000 産業振興課

35
創業者支援利子
補給金

　新規開業のために必要な資金の融資を日本
政策金融公庫から受けた市内創業者に対し
て、支払った利子の一部を補助します。

[対象者]　市内創業者
[補助率]　６か月ごとに支払った利子額の１
/２
[上限額]　10万円
[補助期間]　24か月

200 産業振興課

36
あつぎ起業ス
クール開催事業
費

　国の認定を受けた創業支援等事業計画に基
づく特定創業支援等事業として、開業手続き
の実務や事業計画作成はもとより、経営、財
務、人材育成、販路開拓など、起業に向けた
総合的な知識を習得できる講座を開催し、個
人の起業を支援します。

[開催時期]　８月～10月・全６回（予定）

1,800 産業振興課

37
中小企業活性化
事業費

　市内製造業に対し、職員と中小企業診断士
等の専門家による巡回訪問を実施するととも
に、創業間もない企業等からの相談に対し、
専門家による課題解決を行います。

860 産業振興課

38
事業承継支援事
業補助金

　経営資源を持ちながら、後継者問題等の課
題を抱える市内中小企業の事業を継続させ、
技術や顧客、雇用の喪失を防ぐため、事業承
継に掛かる費用の一部を補助します。

[対象者]　市内中小企業者等
[補助率]　補助対象経費の１/２
[上限額]　50万円

500 産業振興課

（Ⅳ　人が集い、交流し、新たな価値を生むまち）
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事業名 事業内容 事業費 課等名

39
見本市等出展事
業補助金

　市内中小企業者等が販路拡大のため、見本
市・フェア・展示会などへ出展した際に掛か
る費用の一部を補助します。

[対象者]　市内中小企業者等
[補助率]　補助対象経費の１/２
[上限額]　国内開催20万円、国外開催30万円

4,000 産業振興課

40 （新）
中小企業チャレ
ンジ補助金

　市内で製造業を営んでいる中小企業に対
し、新分野展開、事業転換、業種転換、業態
転換又は事業再編などの新たな試みを始める
ための経費の一部を補助します。

[対象者]　製造業を営んでいる市内中小企業
事業主
[補助率]　補助対象経費の２/３
[上限額]　300万円

15,000 産業振興課

41
中心市街地商店
街空店舗対策事
業補助金

　商業活性化とまちのにぎわいを創出するこ
とを目的に中心市街地100ha内の空き店舗に
出店する事業者に対し、家賃等の支援を行
い、空き店舗の利用促進を図ります。

16,661
商業にぎわ
い課

42
にぎわい爆発あ
つぎ国際大道芸
開催事業費

　中心市街地活性化の起爆剤として、複数の
公園やまち全体を会場として、市内外からの
来街者が大道芸を鑑賞できるイベントを開催
します。

[開催時期]　11月

11,680
商業にぎわ
い課

43
にぎわいまちの
魅力創造事業費

　季節感あふれるイベントを通じて、中心市
街地の楽しさを提供することでまちの魅力を
引き出し、にぎわいの創出、イメージアップ
と商業の活性化を図ります。

・あつぎジャズナイト（８月）
・あつぎイルミネーション（11月～２月）

7,710
商業にぎわ
い課

44
まちなか活性化
事業補助金

　商業活性化を図り、中心市街地のにぎわい
を創出することを目的に、今後の中心市街地
活性化の施策を反映させる「厚木市まちなか
活性化プロジェクト」を開催し、同プロジェ
クトと大学生等が協働で実施するイベントの
運営費を補助します。

4,500
商業にぎわ
い課

45
大規模小売店舗
ネットワーク事
業補助金

  大規模小売店舗と商店会との垣根を越え、
商業の活性化を考えるための連絡会が実施す
る共同事業の運営費を補助します。

700
商業にぎわ
い課

46 （新）
にぎわい街の装
飾事業費

　新たな中心市街地のにぎわい創出として、
装飾イベントを実施することで多くの方に来
場いただくとともに、その来場者を市内店舗
へと誘導する仕組みを構築し、商業支援を合
わせて実施します。

8,000
商業にぎわ
い課

47
商店街ＬＥＤ化
事業補助金

　商店街の街路灯のＬED化を促進することに
より、環境にやさしいまちづくりを推進する
とともに、商業の活性化を図ります。

1,050
商業にぎわ
い課

48
企業立地促進事
務費

　本市の立地条件や生活環境等の優位性を積
極的にＰＲするとともに、企業訪問等によ
り、効果的な誘致活動を展開します。

3,167 産業振興課

（Ⅳ　人が集い、交流し、新たな価値を生むまち）
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事業名 事業内容 事業費 課等名

49
企業立地元気
アップサポート
事業奨励金

　「厚木市企業等の立地促進等に関する条
例」の適用を受けた企業等に対して、一定の
要件のもと奨励金を交付します。

[主な奨励金]
企業立地奨励金、戦略産業奨励金、雇用奨励
金

161,200 産業振興課

50
ロボット普及促
進事業費

　生活支援ロボットの普及促進のため、ロ
ボット工作教室等のイベントを開催するほ
か、民・官協働によるロボットに関する啓発
事業等を実施します。

1,940 産業振興課

51
ロボット関連産
業促進補助金

　市内の中小企業者の生産性向上を支援する
ため、ロボット、ＩＴ・ＩｏＴ、ＡＩ等の先
端技術の導入する経費の一部を補助します。

[対象者]　製造業を営んでいる市内中小企業
事業主
[補助率]　補助対象経費の１/２
[上限額]　10～70万円

3,000 産業振興課

52
あつぎ鮎まつり
開催事業費

　「あつぎ鮎まつり」を開催し、市民相互の
触れ合いを深めるとともに、市内への集客向
上を促し、地域経済の活性化を図ります。

65,000 観光振興課

53
あつぎ飯山桜ま
つり開催事業費

　「あつぎ飯山桜まつり」を開催し、地域観
光の振興と親しまれる観光地づくりを行いま
す。

3,100 観光振興課

54
観光プロモー
ション事業費

　本市の魅力となる地域資源や特性などを市
内外へ広く紹介するほか、ターゲットを絞っ
た効果的なプロモーションを展開すること
で、観光客の誘致拡大を図り、地域経済の活
性化に繋げます。

2,090 観光振興課

55
交通事業者連携
プロモーション
事業補助金

　交通関連事業者と連携し、観光キャンペー
ンやイベントを実施する厚木市観光協会に対
し、事業費の一部を補助します。

2,000 観光振興課

56
受入環境整備事
業補助金

　旅行客の受入環境を向上させるため、観光
産業従事者等を対象とした研修等を実施する
厚木市観光協会に対し、事業費の一部を補助
します。

500 観光振興課

57
飯山白山森林公
園桜の広場周辺
整備事業費

　飯山白山森林公園桜の広場周辺の更なる魅
力の向上とにぎわいづくりを図るため、庫裡
橋から白山山頂までの整備に向けた実施設計
を行います。

15,000 観光振興課

58
地域活性化推進
事業補助金

　自然環境を有効活用した観光資源の創出を
推進する団体に補助金を交付し、地域の活性
化を図ります。

[交付団体]
 緑と清流のふるさと七沢委員会（七沢）
 みどりと清流のふるさと創造委員会（飯
山）

500 観光振興課

59
アウトドアツー
リズム推進事業
費

　新たな体験型コンテンツの創出を図るた
め、本市の豊かな自然を活用したイベントを
開催します。

3,000 観光振興課

60 （新）
観光資源創出事
業補助金

イベントや事業等を通じて新たな観光資源
の創出に取り組む事業者・団体等に補助金を
交付し、民間活力をいかした魅力ある観光地
づくりを推進します。

1,000 観光振興課

（Ⅳ　人が集い、交流し、新たな価値を生むまち）
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61 （新）
観光地の魅力づ
くり促進事業補
助金

　新たな観光資源の創出や既存資源のブラッ
シュアップ等に取り組む厚木市観光協会に対
し、事業費を補助します。

30,000 観光振興課

62
広域連携観光推
進事業費

　点在する観光資源を束ね、広域連携による
観光プロモーションを行うことで、回遊性や
情報発信力を高め、観光地としての魅力を向
上させ誘客の促進を図ります。

[交付団体]
 丹沢大山観光キャンペーン推進協議会
 平成大山講プロジェクト推進協議会

163 観光振興課

63 （新）
道路施設維持管
理ＧＩＳ導入事
業費

　ＬＧＷＡＮ回線及びインターネット回線か
ら閲覧することができる共通の地理空間情報
を整理し、情報を迅速かつ正確に伝達するた
めのシステムを構築します。

2,100 道路維持課

64 国土調査事業費

  一筆ごとの地籍を明確化することにより、
土地に関するトラブルを防ぎ、災害復旧の円
滑化にも必要な事業であります。なお、令和
４年度については、旭町一丁目の一部７haに
おける一筆地調査を実施します。

17,428 道路管理課

65
交差点等改良事
業費

　交差点等を改良することにより、交通の円
滑化及び交通混雑の緩和を図るとともに、市
民生活の安全性と快適性の向上を図ります。

35,000 道路整備課

66
金田妻田線道路
改良事業費

　地域の主要道路として、地域間の連続性や
通行の円滑性、安全性の観点から計画的に道
路整備を実施し、地域交通環境の改善を図り
ます。

[改良工事]　金田　Ｌ＝50ｍ

24,000 道路整備課

67
白根才戸線道路
改良事業費

　地域の主要道路として、地域間の連続性や
通行の円滑性、安全性の観点から計画的に道
路整備を実施し、地域交通環境の改善を図り
ます。

[設計委託]　三田南２丁目ほか　N＝1.0式

5,000 道路整備課

68
生活道路整備事
業費

　市民が安全で安心して快適な日常生活が営
めるよう、生活道路整備を計画的に進めま
す。

512,300 道路整備課

69
自転車走行空間
整備事業費

　自転車ネットワークを構成する路線を対象
に、安全で快適な自転車走行空間を創出する
ことやセーフコミュニティの一環として、計
画的な整備を実施します。

9,000 道路整備課

70
道路整備用地取
得事業費

　市民の安全で快適な日常生活や効率的な経
済活動を支える一般生活道路及び幹線市道で
ある１、２級市道の新設や拡幅などに必要な
用地を取得します。

455,024 道路整備課

71
中町第２－２地
区周辺交通アク
セス整備事業費

　にぎわいあふれる快適で利便性の高い元気
なまち、快適生活空間の実現のため中町第２
－２地区周辺の道路整備を進めます。

9,000 道路整備課

72 （新）
通学路橋りょう
架替事業費

　通学路における、児童、生徒の安全を確保
するため、歩道設置を目的とした、橋りょう
の架替整備を実施します。

15,000 道路整備課

73 （新）
通学路安全整備
事業費

　通学路における、児童、生徒の安全を確保
するため、歩道整備、生活道路の拡幅等の道
路環境整備を実施します。

239,200 道路整備課

（Ⅳ　人が集い、交流し、新たな価値を生むまち）
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74 （新）
通学路安全対策
事業費

　近年、通学路で児童や生徒、高齢者が巻込
まれる痛ましい事故が発生していることから
道路管理者として、危険箇所である交差点な
どにおける交通事故を未然に防ぐたため、交
通安全施設を設置し更なる歩行者の安全確保
を図ります。

130,000 道路維持課

75 （新）
都市計画基礎調
査事業費

　都市計画法第６条に概ね５年ごとに実施す
るものと規程されている調査で、土地利用現
況調査、建物現況、都市施設、市街地整備の
状況等について調査し、都市の現況及び動向
を把握することにより、都市政策の企画、立
案及び都市計画の運用に資する調査を行いま
す。

[前回実施]　平成29年度

21,300 都市計画課

76 （拡）

居住誘導区域
（がけ地近接等
危険住宅）移転
事業補助金

　災害リスクの高いハザードエリアからの移
転を希望する市民に対し、除却費等の一部を
補助します。また、コンパクト・プラス・
ネットワーク推進計画に定める居住誘導区域
内に移転する場合は、移転費等の一部につい
ても補助します。

[対象者]　土砂災害特別警戒区域等の区域内
にある危険住宅の移転を行う方
[上限額]　8,793千円

8,793 都市計画課

77 （拡）
生活利便施設立
地促進事業補助
金

　生活利便施設が不足している地域におい
て、スーパーやコンビニエンスストア、診療
所などの立地を促進するため、事業者に対し
施設整備等に係る費用の一部を５年間補助し
ます。
　また、カーボンニュートラルの推進のた
め、当該生活利便施設の立地に合わせて太陽
光発電施設を設置した場合に、その設置費用
の一部を支援します。

[対象者]
生活利便施設を新規出店又は開設等をする事
業者
[補助金額]
施設整備費の１/２及び５年間分の賃借料
[上限額]
スーパー　　　　　　　　　100,000千円
ドラッグストア　　　　　　 50,000千円
コンビニ、診療所　　　　　 20,000千円
（診療所に調剤室整備の場合 21,000千円）
自家消費型太陽光発電設備　　4,200千円
蓄電システムの設置等          150千円

29,750 都市計画課

78
公共交通利便性
向上事業費

  中心市街地へのアクセス性の向上や路線バ
スの定時性、速達性の確保のため、国道246
号水引交差点付近のバス路線の交通混雑につ
いて、信号制御（ソフト対策）やバスレーン
（ハード対策）等の検討をします。

3,000 都市計画課

（Ⅳ　人が集い、交流し、新たな価値を生むまち）
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79 （新）
自転車活用推進
計画策定事業費

　環境にやさしく、温室効果ガスの削減につ
ながり、様々な移動手段として期待される自
転車の活用について、「厚木市総合計画」や
「厚木市都市計画マスタープラン」、「厚木
市交通マスタープラン」の施策展開の一つと
して、本市の自転車に関する総合的な計画を
策定します。

5,000 都市計画課

80

ユニバーサルデ
ザインタクシー
導入促進事業補
助金

　ユニバーサルデザインタクシーの導入を促
進するため、タクシー事業者に対し購入費用
の一部を補助します。

800 都市計画課

81 （新）
モビリティマネ
ジメント事業費

　幅広い年代への公共交通利用を促進するた
め、モビリティマネジメントの取組として、
通勤時の自家用車利用抑制と路線バス利用促
進を目的としたノーマイカーデーの社会実験
を行い、交通混雑緩和やＣＯ２排出量削減等
の効果を検証します。

5,000 都市計画課

82
コミュニティ交
通運行事業費

　日常生活の移動に不便を感じている方の移
動手段を確保するため、コミュニティ交通の
運行を実施します。
[実施地区]　鳶尾地区、まつかげ台・みはる
野地区

9,243 都市計画課

83
コミュニティ交
通運行管理事業
補助金

　コミュニティ交通について、地域が主体と
なった運行方法とするため、運行管理を行う
団体に対して必要な経費を補助します。

[対象者]　地域の運行管理団体（地区運営協
議会）

1,200 都市計画課

84
コミュニティ交
通導入検討事業
費

　コミュニティ交通導入の必要性が高い地域
についてアンケート調査等を行い、地域特性
に合った運行方法について検討します。

3,955 都市計画課

85
中町第２－２地
区周辺整備事業
費

　本厚木駅周辺を対象とする歩いて楽しいま
ちづくり推進計画の策定や交通結節ゾーン整
備の検討などを進めます。

140,958
市街地整備
課

86
複合施設整備事
業費（継続費）

　図書館、（仮称）未来館、市庁舎等で構成
する複合施設の基本設計等を進めます。

142,354
市街地整備
課

87
愛甲石田駅周辺
整備事業費

　（仮称）愛甲石田駅周辺まちづくり基本構
想の策定を目指し、引き続き附属機関におい
て検討を進めます。

5,260
市街地整備
課

88
本厚木駅北口周
辺整備事業費

　本厚木駅北口周辺地区における市街地再開
発事業の実施を目指し、都市計画決定や組合
設立に向けた事業計画等の検討及び地区内権
利者で組織された準備組合への支援を行いま
す。

15,353
市街地整備
課

89

本厚木駅北口地
区市街地再開発
組合設立促進事
業補助金

　市街地再開発事業の主体となる本厚木駅北
口地区市街地再開発組合の設立に向け、再開
発準備組合が実施する組合設立促進事業に要
する経費に対し、補助金を交付します。

264
市街地整備
課

90
山際土地区画整
理推進事業費

　山際地区（約22ha）の土地区画整理事業の
実施に向けた指導・助言を行います。

371
まちづくり
推進課

91
山際北部土地区
画整理推進事業
費

　計画的かつ充実した都市基盤整備を目指
し、産業用地を創出するため、山際北部地区
（約17ha）の土地区画整理事業の実施に向け
た支援を行います。

9,046
まちづくり
推進課

（Ⅳ　人が集い、交流し、新たな価値を生むまち）
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92
森の里東土地区
画整理推進事業
費

　計画的かつ充実した都市基盤整備に向け
て、組合による土地区画整理事業の施行を促
進するため、組合に対して国庫補助事業に係
る負担金を支出します。

3,325
まちづくり
推進課

93
森の里東土地区
画整理関連道路
整備事業費

　土地区画整理施行地区外の必要な都市基盤
整備（道路）を実施します。

[交差点改良工事]　上古沢地区　Ｎ＝１カ所

12,150
まちづくり
推進課

94
森の里東土地区
画整理関連排水
路整備事業費

　土地区画整理施行地区外の必要な都市基盤
整備（排水路）を実施します。

[排水路整備工事]　愛名地区　Ｌ＝65ｍ

80,500
まちづくり
推進課

95

森の里東土地区
画整理関連排水
路整備事業費
（継続費）

　土地区画整理施行地区外の必要な都市基盤
整備（排水路）を実施します。

（継続費）
令和２年度～令和４年度
総額　195,000,000円

[排水路整備工事]
下古沢、愛名地区　Ｌ＝1,010ｍ

45,000
まちづくり
推進課

96

森の里東土地区
画整理関連排水
路（その２）整
備事業費（継続
費）

　土地区画整理施行地区外の必要な都市基盤
整備（排水路）を実施します。

（継続費）
令和３年度～令和４年度
総額　120,000,000円

[排水路整備工事]
愛名地区　Ｌ＝150ｍ

60,000
まちづくり
推進課

97
酒井土地区画整
理事業補助金

　計画的かつ充実した都市基盤整備に向け
て、組合による土地区画整理事業の施行を促
進するため、組合に対して厚木市土地区画整
理事業助成規則に基づく補助金を交付しま
す。

700,000
まちづくり
推進課

98
酒井土地区画整
理関連道水路整
備事業費

　土地区画整理施行地区外の必要な都市基盤
整備（道路、水路）を実施します。

[道路、排水路整備工事]
酒井地区　Ｌ＝100ｍ
[排水路設計委託]
酒井、愛甲東地区　Ｌ＝400ｍ
[道路地盤改良負担金]
酒井、愛甲東地区　Ａ＝2,000㎡

89,000
まちづくり
推進課

（Ⅳ　人が集い、交流し、新たな価値を生むまち）
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事業名 事業内容 事業費 課等名

99
厚木環状３号線
街路整備事業費

　高規格幹線道路とのアクセス幹線道路や市
内放射状道路の分散化を図る環状系都市計画
道路等に重点を置き、体系的なネットワーク
の構築のため道路整備を実施します。
[整備工事]
　早期整備(その１)(その２) 愛名
　早期整備(その３) 下古沢
　街路整備(その１)～(その４)
　　　愛名及び下古沢 L=837ｍ
　舗装 愛名 Ｌ＝700ｍ
　トンネル照明整備 下古沢 Ｌ＝137ｍ
　照明整備　愛名　Ｌ＝700ｍ
　関連道路整備（その１）～（その３）
　　　愛名及び下古沢 Ｌ＝520ｍ
[設計委託]
　詳細設計(その１)(その２)
　　　愛名及び下古沢 Ｌ＝200ｍ
　擁壁詳細設計 下古沢 Ｎ＝1.0式
　橋梁予備設計 下古沢 Ｎ＝1.0式
[測量委託]
　用地測量(その１)(その２)
　　　愛名及び下古沢 Ａ＝2,000㎡
　現況・路線測量(その１)(その２)
　　　愛名及び下古沢 Ｌ＝200ｍ
　境界測量 愛名 Ｌ＝1,000ｍ
[協議資料作成委託]
　愛名、下古沢 Ｎ＝4.0か所
[運営支援業務委託] 下古沢 Ｎ＝1.0式
[埋蔵文化財調査委託] 下古沢 Ｎ＝1.0式

741,000 道路整備課

100

厚木環状３号線
（第４工区）街
路整備事業費
（継続費）

　高規格幹線道路とのアクセス幹線道路や市
内放射状道路の分散化を図る環状系都市計画
道路等に重点を置き、体系的なネットワーク
の構築のため道路整備を実施します。

（継続費）
令和２年度～令和４年度
総額　650,000千円

300,000 道路整備課

101
厚木環状３号線
交差点整備事業
費（継続費）

　高規格幹線道路とのアクセス幹線道路や市
内放射状道路の分散化を図る環状系都市計画
道路等に重点を置き、体系的なネットワーク
の構築のため道路整備を実施します。

（継続費）
令和３年度～令和５年度
総額　700,000千円

300,000 道路整備課

（Ⅳ　人が集い、交流し、新たな価値を生むまち）
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事業名 事業内容 事業費 課等名

102
本厚木下津古久
線街路整備事業
費

　高規格幹線道路とのアクセス幹線道路や市
内放射状道路の分散化を図る環状系都市計画
道路等に重点を置き、体系的なネットワーク
の構築のため道路整備を実施します。

[整備工事]
地盤改良工事（第１工区）酒井　Ｌ＝150ｍ
地盤改良工事（第３工区）愛甲　Ｌ＝170ｍ
地盤改良工事（第４工区）愛甲　Ｌ＝150ｍ
[設計委託]　修正設計　愛甲　Ｎ＝1.0式
[測量委託]　用地修正測量
　　　　　　下津古久　Ｎ＝1.0式
          　用地測量 酒井　Ｎ＝1.0式

457,500 道路整備課

103
上今泉岡津古久
線街路整備事業
費

　高規格幹線道路とのアクセス幹線道路や市
内放射状道路の分散化を図る環状系都市計画
道路等に重点を置き、体系的なネットワーク
の構築のため道路整備を実施します。

[予備設計委託]　飯山ほか　Ｌ＝1,270ｍ

8,500 道路整備課

104
街路用地取得事
業費

　厚木環状3号線、本厚木下津古久線、酒井
長谷線等の都市計画街路用地の取得及び支障
物件の移転補償を行います。

316,221 道路整備課

105
空き家等対策推
進事業費

　所有者不存在のため、管理不全により地域
住民の生活環境に悪影響を及ぼしている空き
家について、相続財産管理人を申し立て、空
き家の管理及び処分を行います。

5,511 住宅課

106
空き家等対策推
進事業費補助金

　老朽化した空き家の解体費の一部を補助
し、空き家の解消を促進します。
[対象]　旧耐震基準の戸建て住宅で、老朽化
している空き家
[補助率]　解体費の１/２
[上限額]　50万円

8,000 住宅課

107
賃貸住宅保証制
度補助金

　貸主の不安を解消し、高齢者等が住居を借
りやすくする環境を整備するため、神奈川県
居住支援協議会が提供する神奈川あんしんす
まい保証制度「あんすまコンパクト」を利用
する単身高齢者に対し、初期登録料の補助を
します。

[対象者]　65歳以上の単身高齢者
[補助額]　初期登録料11,000円

198 住宅課

108
あんしん賃貸住
宅支援事業費

　高齢者や障がい者等住宅確保要配慮者に対
し、民間賃貸住宅への入居の円滑化と安心で
きる賃貸借関係を構築するため、市の関連部
署、不動産関係団体、福祉関係の生活支援団
体等と連携して、相談事業やセミナー、関係
者連絡会の開催など、居住支援の取組を実施
します。

292 住宅課

109
マンション管理
推進事業費

　維持管理に問題を抱えているなど専門家の
支援を必要としている分譲マンションに対
し、マンション管理士等専門家の派遣などき
め細かな支援を実施します。また、マンショ
ン管理セミナーや相談事業により、マンショ
ン居住者の意識の醸成を図ります。

685 住宅課

（Ⅳ　人が集い、交流し、新たな価値を生むまち）
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事業名 事業内容 事業費 課等名

110 （新）
住生活基本計画
改定事業費

　少子・高齢化の進展、高齢者世帯の増加、
戸建て住宅・集合住宅における空き家問題、
ライフスタイルや価値観の多様化など、本市
における住宅・住環境を取り巻く状況は大き
く変化してきていることから住宅政策の基本
となる「厚木市住生活基本計画」の見直しを
実施します。

5,102 住宅課

111
親元近居・同居
住宅取得等支援
事業補助金

　市内に居住する親世帯と近居、又は同居す
るために市外から転入する方を対象に、住宅
の取得又は増改築費用の一部を補助します。

・住宅取得
[補助基本額]　同居60万円、近居40万円
・住宅改修
[補助基本額]　補助対象経費の1/10（上限額
20万円）
住宅取得及び住宅改修ともに、一定の要件を
満たす場合加算あり。

20,000 住宅課

112
若年世帯住宅取
得支援事業補助
金

　市外から転入する若年世帯、又は市内に居
住する若年世帯が、本市に住宅を取得する場
合に取得費用の一部を補助します。
[補助対象]次の３つの要件を全てを満たす世
帯

①世帯に中学生以下の子がいる世帯
②夫婦のいずれかが40歳未満の世帯
（ひとり親世帯含む。）
③補助対象住宅に3年以上居住予定の世帯

[補助基本額]　20万円
一定の要件を満たす場合加算あり。

37,000 住宅課

（Ⅳ　人が集い、交流し、新たな価値を生むまち）
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（新）・・・新規事業　　　（拡）・・・拡充事業　　　　(単位：千円)

事業名 事業内容 事業費 課等名

1
環境基本計画推
進活動事業費

　環境基本計画の推進を図るため、環境基本
計画推進団体と連携し、環境市民学習講座や
環境写真展の開催、情報誌の発行など各種事
業を実施します。
　また、小学生を対象にジュニアエコリー
ダーを認定し、環境学習講座を実施します。

704 環境政策課

2
まち美化推進事
業費

　まちの美観を大切にし、快適な生活環境を
保全するため、市民、事業者との連携・協働
による地域美化清掃等に対する支援を実施し
ます。

9,805 生活環境課

3
動物愛護管理推
進事業費

　狂犬病予防法に基づく犬の登録事務や狂犬
病予防集合注射の実施を始め、犬猫などペッ
トの適正飼養と動物愛護精神の普及促進を図
るため、啓発キャンペーン等を実施します。

8,649 生活環境課

4 （新）
環境教育等推進
協議会運営費

　2050年カーボンニュートラルの実現に向
け、環境教育及び環境学習を推進していくた
め、環境教育等推進協議会を設置し、協議検
討を行います。

142 環境政策課

5 （新）
自家消費型太陽
光発電等導入費
補助金

　2050年カーボンニュートラルの実現に向
け、企業や個人事業所などに、自家消費型太
陽光発電システム及び蓄電池の設置費の一部
を補助します。

15,500 環境政策課

6
温暖化防止普及
啓発事業費

　温暖化防止の普及啓発を図るため、小中学
生への環境学習等を推進するとともに、温暖
化対策実行計画の進行管理を行います。

1,117 環境政策課

7 （新）
カーボンニュー
トラル戦略事業
費

　2050年カーボンニュートラルの実現に向け
た道のりを示すため、ロードマップの策定作
業を実施します。

10,000 環境政策課

8 （新）
カーボンニュー
トラル推進事業
費

　2050年カーボンニュートラルの実現に向け
た取組を活性化させていくための仕組みづく
りや、啓発等を実施します。

12,868 環境政策課

9 （新）
電気自動車推進
事業費補助金

　再生可能エネルギー由来の電気を使用して
いる家庭を対象に、電気自動車購入費の一部
を補助します。

9,122 環境政策課

10 （拡）
スマートハウス
推進事業費補助
金

　2050年カーボンニュートラルの実現に向
け、スマートエネルギー設備又はゼロ・エネ
ルギー・ハウスを導入した個人に対し、奨励
金を交付します。

20,050 環境政策課

11
里地里山保全等
促進事業費

　里地里山の多面的機能を次世代へ継承して
いくため、里地里山保全活動団体への活動費
補助を行います。

3,110 環境政策課

12
生物多様性あつ
ぎ戦略推進事業
費

　生物多様性の意味や重要性の普及啓発を図
るため、さがみ自然フォーラム、環境学習エ
コツアー及び生き物調査を実施します。

852 環境政策課

13 （新）
生物多様性あつ
ぎ戦略改定事業
費

　令和６年度を始期とした生物多様性あつぎ
戦略の全面改定に向けた作業を実施します。

706 環境政策課

歳出のあらまし

Ⅴ　環境に優しく、自然と共生するまち

（Ⅴ　環境に優しく、自然と共生するまち）

-67-



事業名 事業内容 事業費 課等名

14
合併処理浄化槽
整備事業補助金

　単独処理浄化槽又は汲み取り式便槽から合
併処理浄化槽へ設置替えをする住民を対象に
本体設置費及び付帯工事費の一部を補助しま
す。

77,573 生活環境課

15
ごみ減量化・資
源化推進事業費

　一般廃棄物処理基本計画の基本目標である
「未来へつなげる循環型都市の実現～Ｇｏ
ごみニマムシティ　あつぎ～」を目指すた
め、資源物の適正な収集・処理を実施するな
ど、更なるごみの減量化・資源化を推進しま
す。

1,223,990 環境事業課

16
生ごみ処理機購
入補助金

　家庭から出る生ごみの減量を推進するた
め、家庭用生ごみ処理機の購入者に対し、補
助金を交付します。
[対象]　市内在住で住民登録をしている方
[補助率]　本体価格の４/５
[上限額]　20千円

4,000 環境事業課

17 （新）
粗大ごみ収集管
理システム導入
事業費

　粗大ごみの戸別収集及び環境センターへの
持込みの予約に係る市民の利便性を向上させ
るため、インターネットによる24時間ワンス
トップ予約を可能とするシステムを導入しま
す。

2,072 環境事業課

18 （新）
戸別収集モデル
地区拡大事業費

　令和元年度から、もえるごみの戸別収集を
３地区で試行し、検証を行ってきましたが、
戸別収集の全市展開を検討するに当たり、既
存の３地区とは異なる環境の地区を加え、更
なる検証を行います。

85,272 環境事業課

19
厚木愛甲環境施
設組合負担金

　厚木愛甲環境施設組合の運営、施設整備に
係る経費等について支出し、組合の事務事業
の円滑化を図り、ごみ処理広域化を推進しま
す。

200,771 環境事業課

20 （拡）
事業系ごみ対策
事業費

　事業系ごみの搬入時に内容物展開検査を実
施するとともに、不適正排出事業者への戸別
訪問を行うことにより、適正排出の指導を徹
底し、更なるごみの減量化・資源化を推進し
ます。

18,576 環境事業課

21 （新）
事業系ごみ資源
化事業費

　令和３年度から実施をしている公共施設か
ら排出される食品廃棄物の資源化事業のルー
トを活用し、民間事業者から排出される食品
廃棄物のバイオエネルギー化による資源化に
取り組みます。

66,785 環境事業課

22 （新）
事業系生ごみ処
理機設置補助金

　事業所から排出される生ごみの減量を推進
するため、事業所用生ごみ処理機を設置する
事業者に対し、補助金を交付します。
[対象]　市内に事業所を有する者
[補助率]　本体価格の２/３
[上限額]　2,000千円

6,000 環境事業課

23
ふれあいプラザ
再整備事業費

　ＰＦＩ事業者が施設本体の建築工事に着手
するため、設計・建設モニタリング業務委託
による適切な進捗管理を行うとともに、令和
５年７月（予定）のオープンに向けた開業準
備及び管理運営について協議を進めます。

6,675 環境事業課

24
ＥＶごみ収集車
導入事業費

　第５次環境基本計画の基本目標である「持
続可能な脱炭素社会の推進」や、地球温暖化
対策実行計画の長期目標である「2050年に二
酸化炭素排出量実質ゼロ」を目指すため、そ
の達成に向けた先進的な取組として導入した
「ＥＶごみ収集車」を運用します。

5,292 環境事業課

（Ⅴ　環境に優しく、自然と共生するまち）

-68-



事業名 事業内容 事業費 課等名

25
地域水源林整備
事業費

　水源のかん養や地球温暖化防止など、森林
の持つ多面的、公益的機能の保全・再生を図
るため、地域水源林エリア内の除間伐を実施
します。

[整備箇所]　小鮎・荻野地区　10.65ha
路網整備　L＝1,230ｍ、等

21,187 農業政策課

26 （新）
間伐材利用促進
事業費

　市内間伐材から成形した、おもちゃを出生
のお祝いで贈呈することで、自然豊かな子育
て環境を実感してもらい、木育の促進など、
木材需要を高め、森林環境整備の推進につな
げる。
[製作個数]　1,500個

10,500 農業政策課

27 （新）
相模川水辺ふれ
あい拠点創出事
業費（継続費）

　良好な自然環境の創出と親水性を備えた水
辺ふれあい拠点を整備するため、三川合流点
地区における計画の具現化を進めます。

相模川水辺ふれあい拠点実施設計委託　１件
（継続費）
令和４年度～令和５年度
総額　78,000千円

35,000
河川ふれあ
い課

28
公園緑地整備事
業費

　市民の憩いと安らぎの場として、安心して
快適に利用できる公園の整備等を実施しま
す。

[実施設計委託]　　　南毛利地区等４公園
[測量委託]　　　　　荻野地区等　２箇所
[土質調査委託]　　　玉川地区　　１緑地
[新規公園整備工事]　睦合地区　　１公園
[整備・改修工事]　　小鮎地区等　６公園
[遊具更新工事]  　　厚木地区等　17公園
[防災用ベンチ整備工事]
　　　　　　　　　　依知地区等　11公園

334,945 公園緑地課

（Ⅴ　環境に優しく、自然と共生するまち）
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（新）・・・新規事業　 　（拡）・・・拡充事業　 　(単位：千円)

事業名 事業内容 事業費 課等名

1 （新）
電子申請システ
ム運営事業費

　電子申請システムに電子決済機能を導入
し、申請から手数料納付まで、来庁せずに手
続が完結する環境を整えることで、市民の利
便性向上を図ります。

4,179 情報政策課

2 市民対話事業費

　自治会長を始めとする幅広い市民層との対
話を実施し、市民ニーズの的確な把握と政策
への反映に努め、市民協働によるまちづくり
を推進します。

57 広報課

3 （拡）
ＳＤＧｓ推進事
業費

スマートフォンアプリ「まちのコイン・ア
ユモ」や参加・体験型のイベント「（仮称）
あつぎＳＤＧｓフェスティバル」の開催な
ど、市民や事業者等に対して、ＳＤＧｓの取
組を普及・啓発するための事業を実施しま
す。

4,500 企画政策課

4
行政改革推進事
業費

　第７次行政改革大綱の重点目標に位置付け
る、「強くしなやかな組織をつくる」、「強
い財政基盤を確立する」、「市民協働により
公共サービスを向上させる」の達成に向けた
取組を着実に進めます。

6,804 行政経営課

5
ＲＰＡ等推進事
業費

　ＲＰＡの導入業務を拡大するとともに、Ａ
Ｉ－ＯＣＲの更なる活用を促進することで、
業務の効率化及び生産性の向上を図り、質の
高い行政サービスの提供につなげます。

7,341 行政経営課

6
まちづくり方針
検討事業費

　「第２期まち・ひと・しごと創生人口ビ
ジョン・総合戦略」に掲げる人口の将来展望
の実現に向けた効果的な施策を展開するた
め、人口動態に関する調査を行います。

4,000 企画政策課

7
公共施設最適化
推進事業費

　公共施設最適化基本計画及び個別施設計画
に基づき、公共建築物の複合化等について検
討を行うなど、公共建築物の適正配置を計画
的に推進します。

1,231 行政経営課

8
地域づくり推進
事業補助金

　15地区の特性をいかし、活力ある地域づく
りを目指すため、地域づくり推進委員会が行
うふるさとづくりや安心安全、ごみ減量化・
資源化を支援します。また、自治基本条例に
規定する地区市民自治推進組織の活動を支援
します。

17,851
市民協働推
進課

9
地域集会施設建
設費等補助金

　自治会活動の拠点である地域集会施設の建
設等に係る費用を一部補助することにより、
地域コミュニティ活動の充実を図ります。

[対象]　自治会
[補助区分]　新築、建物購入、増改築、修
繕、借地、借家、用地購入、耐震改修、冷暖
房設備の設置等
[補助率]　新築は補助対象経費の70％以内。
その他、補助区分ごとに設定
[上限額]　新築は15,000,000円。その他、補
助区分ごとに設定

24,425
市民協働推
進課

歳出のあらまし

Ⅵ　市民と共に確かな成長を創り出すまち

（Ⅵ　市民と共に確かな成長を創り出すまち）
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事業名 事業内容 事業費 課等名

10
市民協働推進事
業費

　市民協働推進条例に基づき、市民協働推進
委員会による条例の運用状況の点検を行いま
す。
　また、市民活動団体と市が共通する地域課
題を解決するため、５つの市民協働提案事業
を実施します。

4,088
市民協働推
進課

11
国内友好都市受
入派遣事業費

　国内友好都市である秋田県横手市、北海道
網走市、沖縄県糸満市との各分野での交流を
促進するため、訪問団の受入及び派遣を行い
ます。

6,624 企画政策課

12
国内友好都市交
流事業補助金

　市民による国内友好都市交流を促進するた
め、友好親善を目的とした交流活動を実施す
る市民団体に対し、補助金を交付します。

400 企画政策課

13 （拡）
社会保障・税番
号制度事務費

　国は、マイナンバーカードを令和４年度末
までにほぼ全国民に行き渡ることを目指して
おり、本市でも、マイナンバーカード交付円
滑化計画に基づき、円滑な交付ができるよ
う、交付体制の拡充を図ります。

127,404 市民課

14 （新）
総合窓口整備事
業費

　新庁舎の整備段階に合わせて総合窓口の導
入が計画的に進められるよう「（仮称）厚木
市総合窓口整備計画」の策定に向けた検討を
行います。

7,051 市民課

15 （新）
生きがいセン
ター改修事業費
（長寿命化）

　公共施設の長寿命化計画に伴い、高齢者の
就労や生きがいを持った生活を支援するため
の施設である生きがいセンターの屋根及び外
壁修繕にかかる設計を行います。

4,090 介護福祉課

16
児童館改修事業
費（長寿命化）

　児童の健全育成施設である児童館３８館の
維持補修（長寿命化）を実施します。

[対象及び内容]
・上落合児童館外壁・屋根等改修
・温水・恩名児童館外壁屋根ほか改修設計委
託

8,400 青少年課

17 （新）
観光施設改修事
業費（長寿命
化）

　東丹沢七沢観光案内所・玉川分署を長寿命
化するための改修の設計を委託します。

1,247 観光振興課

18 （新）
道路補修事務所
改修事業費（長
寿命化）

　道路補修事務所車庫は、建設から40年以上
経過していることから厚木市公共施設最適化
基本計画及び公共施設個別施設計画に基づ
き、計画的に予防保全型の修繕を実施し、施
設の長寿命化を図ります。

6,000 道路維持課

19
市営住宅施設改
修事業費（長寿
命化）

　厚木市市営住宅等長寿命化計画に基づき、
予防保全的な改修工事を適正かつ効率的に実
施することにより、施設の長寿命化を図りま
す。

[対象及び内容]
上向原ハイツＡ棟外壁・屋根改修工事

133,800 住宅課

20
公民館改修事業
費（長寿命化）

　公共施設の長寿命化を図るため、長寿命化
計画に基づき、予防保全工事を行います。

[対象及び内容]
依知北公民館外壁屋根改修工事

91,990 社会教育課

（Ⅵ　市民と共に確かな成長を創り出すまち）
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特別会計





  本市の特別会計は公営企業会計を含めた６会計で、法令に定めのあるもの、あるいは特定 

の歳入をもって特定の歳出に充て、一般の歳入歳出予算と区別して経理を明確にするために

設置されているもので、それぞれ設置の目的に応じて事業の推進を図ることとしています。

                                           （単位：千円・％）

対前年度

増減比 ４年度 ３年度

1,583,729 1,688,292 ▲ 104,563 ▲ 6.2 1.0 1.1

本 来 分 138,097 137,992 105 0.1 0.1 0.1

用 地 国 債 分 1,445,632 1,550,300 ▲ 104,668 ▲ 6.8 0.9 1.0

3,558,000 3,255,000 303,000 9.3 2.2 2.1

21,957,000 21,443,000 514,000 2.4 13.8 14.1

16,144,000 15,481,000 663,000 4.3 10.2 10.2

43,242,729 41,867,292 1,375,437 3.3 27.2 27.5

12,792,000 12,709,490 82,510 0.6 8.0 8.3

9,545,079 10,453,299 ▲ 908,220 ▲ 8.7 6.0 6.9

22,337,079 23,162,789 ▲ 825,710 ▲ 3.6 14.0 15.2

65,579,808 65,030,081 549,727 0.8 41.2 42.7

※ 病院事業会計及び公共下水道事業会計は、支出予定額です。

※ 構成比は、一般会計を含めた全体の割合です。

介 護 保 険 事 業

計

計

合　　　　　　計

特
　
　
別
　
　
会
　
　
計

公

営

企

業

会

計

病　院　事　業

公共下水道事業

令和４年度特別会計予算

令和３年度 比較増減会  計  区  分
構  成  比

令和４年度

公共用地取得事業

国民健康保険事業

後期高齢者医療事業
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担当課　市街地整備課　道路管理課　道路整備課　社会教育課

１  歳  入                                               （単位：千円・％）
対前年度
増減比 ４年度 ３年度

5 財 産 収 入 936,939 736,844 200,095 27.2 59.2 43.6

用 地 国 債 分 936,939 736,844 200,095 27.2 59.2 43.6

10 繰 入 金 117,489 112,592 4,897 4.3 7.4 6.7

本 来 分 112,497 112,192 305 0.3 7.1 6.1

用 地 国 債 分 4,992 400 4,592 著増 0.3 0.0

15 市 債 525,500 825,700 ▲ 300,200 ▲ 36.4 33.2 48.9

本 来 分 25,600 25,800 ▲ 200 ▲ 0.8 1.6 2.1

用 地 国 債 分 499,900 799,900 ▲ 300,000 ▲ 37.5 31.6 61.0

20 諸 収 入 3,801 13,156 ▲ 9,355 ▲ 71.1 0.2 0.8

用 地 国 債 分 3,801 13,156 ▲ 9,355 ▲ 71.1 0.2 0.6

1,583,729 1,688,292 ▲ 104,563 ▲ 6.2 100.0 100.0

本 来 分 138,097 137,992 105 0.1 8.7 8.2

用 地 国 債 分 1,445,632 1,550,300 ▲ 104,668 ▲ 6.8 91.3 91.8

２  歳  出                                               （単位：千円・％）
対前年度
増減比 ４年度 ３年度

5 公 債 費 1,047,036 846,344 200,692 23.7 66.1 50.1

本 来 分 110,097 109,500 597 0.5 7.0 6.5

用 地 国 債 分 936,939 736,844 200,095 27.2 59.2 43.6

10
公 共 用 地 先 行
取 得 事 業 費

528,400 828,792 ▲ 300,392 ▲ 36.2 33.4 49.1

本 来 分 28,000 28,492 ▲ 492 ▲ 1.7 1.8 1.7

用 地 国 債 分 500,400 800,300 ▲ 299,900 ▲ 37.5 31.6 47.4

15 繰 出 金 8,293 13,156 ▲ 4,863 ▲ 37.0 0.5 0.8

用 地 国 債 分 8,293 13,156 ▲ 4,863 ▲ 37.0 0.5 0.8

1,583,729 1,688,292 ▲ 104,563 ▲ 6.2 100.0 100.0

本 来 分 138,097 137,992 105 0.1 8.7 8.2

用 地 国 債 分 1,445,632 1,550,300 ▲ 104,668 ▲ 6.8 91.3 91.8

令和４年度 令和３年度款        別

公共用地取得事業特別会計予算

構  成  比
款        別

　公共用地の先行取得を目的として設置されています。

令和４年度 令和３年度 比較増減

構  成  比
比較増減

合        計

合        計
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１　公債費

２　公共用地先行取得事業費

（３）厚木環状３号線用地取得事業債元金・利子

（２）厚木環状２号線用地取得事業債元金・利子

（１）厚木秦野道路用地取得事業債元金・利子

（道路管理課）

（社会教育課）１２，４６０千円（６）厚木北公民館拡張用地取得事業債元金・利子

（市街地整備課）（４）中町第２－２地区周辺整備用地取得事業債元金・利子

（５）愛甲石田駅前北口広場再整備用地取得事業債元金・利子 ２２，８３９千円 （市街地整備課）

９３６，９３９千円 （道路管理課）

主要事業

３９，３８２千円

１５，０６７千円

（道路整備課）

（２）厚木環状２号線用地取得事業費 ２８，０００千円 （道路整備課）

２０，３４９千円 （道路整備課）

（１）厚木秦野道路用地取得事業費（用地国債） ５００，４００千円
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担当課　国保年金課

１  歳  入
対前年度
増減比 ４年度 ３年度

5
後 期 高 齢 者 医 療
保 険 料

2,903,444 2,654,410 249,034 9.4 81.6 81.6

8 財 産 収 入 62 62 0 0.0 0.0 0.0

10 繰 入 金 642,192 589,061 53,131 9.0 18.1 18.1

15 繰 越 金 3,500 3,500 0 0.0 0.1 0.1

20 諸 収 入 8,802 7,967 835 10.5 0.2 0.2

3,558,000 3,255,000 303,000 9.3 100.0 100.0

２  歳  出
対前年度
増減比 ４年度 ３年度

5 総 務 費 80,749 78,079 2,670 3.4 2.3 2.4

10
後 期 高 齢 者 医 療
広 域 連 合 納 付 金

3,315,898 3,028,085 287,813 9.5 93.2 93.0

15 諸 支 出 金 8,450 7,650 800 10.5 0.2 0.3

20 保 健 事 業 費 149,403 137,686 11,717 8.5 4.2 4.2

25 予 備 費 3,500 3,500 0 0.0 0.1 0.1

3,558,000 3,255,000 303,000 9.3 100.0 100.0

 医療費受給対象者数（見込み） １４，８９８人被保険者数(見込み) 

合  計

２９，６５０人

合  計

（単位：千円・％）

款  別 令和４年度 令和３年度 比較増減
構  成  比

後期高齢者医療事業特別会計予算

　神奈川県後期高齢者医療広域連合と連携を図り、75歳以上の高齢者への医療給付などに必
要な保険料の徴収等を行うことを目的として設置されています。

（単位：千円・％）

款  別 令和４年度 令和３年度 比較増減
構  成  比
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担当課　国保年金課

１  歳  入                                          （単位：千円・％）
対前年度
増減比 ４年度 ３年度

5 国 民 健 康 保 険 料 4,755,921 4,784,514 ▲ 28,593 ▲ 0.6 21.7 22.3

25 県 支 出 金 15,198,363 14,775,303 423,060 2.9 69.2 68.9

35 財 産 収 入 484 679 ▲ 195 ▲ 28.7 0.0 0.0

40 繰 入 金 1,739,095 1,637,987 101,108 6.2 7.9 7.6

45 繰 越 金 150,000 150,000 0 0.0 0.7 0.7

50 諸 収 入 113,137 94,517 18,620 19.7 0.5 0.5

21,957,000 21,443,000 514,000 2.4 100.0 100.0

２  歳  出                                          （単位：千円・％）
対前年度
増減比 ４年度 ３年度

5 総 務 費 332,948 345,865 ▲ 12,917 ▲ 3.7 1.5 1.6

10 保 険 給 付 費 14,995,726 14,627,410 368,316 2.5 68.3 68.2

22
国民健康保険事業費
納 付 金

6,369,780 6,188,475 181,305 2.9 29.0 28.9

27 保 健 事 業 費 226,772 236,543 ▲ 9,771 ▲ 4.1 1.0 1.1

30 基 金 積 立 金 80 261 ▲ 181 ▲ 69.3 0.0 0.0

40 諸 支 出 金 21,694 24,446 ▲ 2,752 ▲ 11.3 0.1 0.1

45 予 備 費 10,000 20,000 ▲ 10,000 ▲ 50.0 0.1 0.1

21,957,000 21,443,000 514,000 2.4 100.0 100.0

被保険者数（見込み） 　一般被保険者数　　   　４６，５００人

合        計

令和４年度 令和３年度 比較増減款        別
構  成  比

合        計

国民健康保険事業特別会計予算

　国民健康保険被保険者の保険料を主な財源とし、被保険者が病気やけがなどをした場
合、適切な療養の給付等を行うことを目的として設置されています。

款        別 令和４年度 令和３年度 比較増減
構  成  比
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担当課　地域包括ケア推進課　介護福祉課

１  歳  入
対前年度
増減比 ４年度 ３年度

5 保 険 料 3,877,332 4,262,476 ▲ 385,144 ▲ 9.0 24.0 27.5

15 国 庫 支 出 金 2,945,999 2,768,102 177,897 6.4 18.2 17.9

20 支 払 基 金 交 付 金 4,146,500 3,876,825 269,675 7.0 25.7 25.0

25 県 支 出 金 2,269,872 2,117,375 152,497 7.2 14.1 13.7

30 財 産 収 入 536 705 ▲ 169 ▲ 24.0 0.0 0.0

40 繰 入 金 2,872,079 2,424,792 447,287 18.4 17.8 15.7

45 繰 越 金 29,476 25,078 4,398 17.5 0.2 0.2

50 諸 収 入 2,206 5,647 ▲ 3,441 ▲ 60.9 0.0 0.0

16,144,000 15,481,000 663,000 4.3 100.0 100.0

２  歳  出
対前年度
増減比 ４年度 ３年度

5 総 務 費 369,696 379,478 ▲ 9,782 ▲ 2.6 2.3 2.4

10 保 険 給 付 費 14,943,000 13,964,822 978,178 7.0 92.6 90.2

18 地 域 支 援 事 業 費 814,565 787,505 27,060 3.4 5.0 5.1

25 基 金 積 立 金 1,331 334,232 ▲ 332,901 ▲ 99.6 0.0 2.2

30 諸 支 出 金 5,408 4,963 445 9.0 0.0 0.0

35 予 備 費 10,000 10,000 0 0.0 0.1 0.1

16,144,000 15,481,000 663,000 4.3 100.0 100.0

被保険者数（見込み） 　第１号被保険者数　 　５８，７９１人

款  別
構  成  比

合  計

合  計

令和４年度 令和３年度 比較増減

 （単位：千円・％）

介護保険事業特別会計予算

　介護保険被保険者の保険料を主な財源とし、被保険者が介護サービスを利用した場
合、適切な介護の給付等を行うことを目的として設置されています。

 （単位：千円・％）

款  別 令和４年度 令和３年度 比較増減
構  成  比

トルトルトルトルトルトルトルトル
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担当課　経営管理課

対前年度
増減比

入 院（人／年間） 104,025 105,850 ▲ 1,825 ▲ 1.7

入 院（人／ 日） 285 290 ▲ 5 ▲ 1.7

外 来（人／年間） 157,950 169,400 ▲ 11,450 ▲ 6.8

外 来（人／ 日） 650 700 ▲ 50 ▲ 7.1

２  収益的収支予定額
対前年度
増減比

病 院 事 業 収 益 11,743,000 11,806,266 ▲ 63,266 ▲ 0.5

病 院 事 業 費 用 11,555,000 11,732,557 ▲ 177,557 ▲ 1.5

差　　引 188,000 73,709 114,291 ―

対前年度
増減比

資 本 的 収 入 798,000 639,130 158,870 24.9

資 本 的 支 出 1,237,000 976,933 260,067 26.6

差　　引 ▲ 439,000 ▲ 337,803 ▲ 101,197 ―

1 建設改良費

2 企業債償還金

3 他会計借入金償還金

4 投資

資本的支出の内訳

科　　目 令和４年度 令和３年度 比較増減

　資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額439,000千円は、消費税及び地方消費税資本的収
支調整額及び損益勘定留保資金で補填するものとする。

346,324 千円 

760,454 千円 

33,334 千円 

96,888 千円 

科　　目 令和４年度 令和３年度 比較増減

３  資本的収支予定額 　（単位：千円・％）

（単位：千円・％）

病院事業会計予算

市立病院の運営などを行うために設置されています。

１　業務の予定量 （単位：人・％）

区　分 令和４年度 令和３年度 比較増減
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担当課　下水道総務課　下水道施設課

対前年度
増減比

計 画 人 口 200,600 200,900 ▲ 300 ▲ 0.1

計 画 下 水 量
（ ㎥ ／ 年 間 ）

32,026,000 35,578,000 ▲ 3,552,000 ▲ 10.0

計 画 下 水 量
（ ㎥ ／ 日 ）

87,700 97,400 ▲ 9,700 ▲ 10.0

２  収益的収支予定額
対前年度
増減比

下 水 道 事 業 収 益 6,453,454 6,421,222 32,232 0.5

下 水 道 事 業 費 用 6,154,951 6,244,528 ▲ 89,577 ▲ 1.4

差　　引 298,503 176,694 121,809 ―

対前年度
増減比

資 本 的 収 入 2,117,022 2,782,985 ▲ 665,963 ▲ 23.9

資 本 的 支 出 3,390,128 4,208,771 ▲ 818,643 ▲ 19.5

差　　引 ▲ 1,273,106 ▲ 1,425,786 152,680 ―

（単位：千円）

予 算 額 課 等 名

580,000

440,000

120,000

140,000

85,000

121,440

下水道施設課

公共下水道長寿命化改築事業費

主要事業

内 訳

公共下水道整備事業費

公共下水道厚木排水区浸水対策北貯留管整備事業費（継続費）

公共下水道相模川右岸第12排水区浸水対策事業費

公共下水道恩曽川左岸第６排水区浸水対策事業費(継続費)

公共下水道中津川右岸第２排水区浸水対策事業費(継続費)

（単位：人・㎥・％）

区　分 令和４年度 令和３年度 比較増減

公共下水道事業会計予算

公共下水道の建設や維持管理を行うことを目的として設置されています。

　資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額1,273,106千円は、当年度分消費税及び地方消費
税資本的収支調整額、過年度分損益勘定留保資金及び当年度分損益勘定留保資金で補填するものと
する。

３  資本的収支予定額 　（単位：千円・％）

科　　目 令和４年度 令和３年度 比較増減

（単位：千円・％）

科　　目 令和４年度 令和３年度 比較増減

１　業務の予定量
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資  料  編





当初予算額の推移（全会計）

1,273 1,262 

1,337 

1,377 
1,406 

1,503 
1,447 1,472 1,466 

1,496 
1,522 

1,592 

1,000

1,100

1,200

1,300

1,400

1,500

1,600

1,700

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4

（単位：億円）

（過去最大）

当初予算額の推移（一般会計）

789 

736 
738 755 

778 

806 808 

862 863 859 
872 

936 

600

650

700

750

800

850

900

950

1,000

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4

（単位：億円）

（過去最大）
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歳入内訳の推移

430 427 425 429 430 433 433 429 433 433 408 422 

40 39 39 42 50 55 54 54 65 64 72 72 

146 138 138 152 154 166 158 186 185 191 199 
216 

79 
50 45

46 54 
65 57 

88 75 67 73 
89 94 

82 91 86 90 
87 106 

105 105 104 120 

137 
789

736 738 755 778 
806 808 

862 863 859 872 

936 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4

市税

各種交付金

国県支出金

市債

その他

（単位：億円）

市税内訳の推移

139 143 142 143 145 144 144 143 143 145 142 144 

46 45 43 42 43 44 42 42 42 38 
23 27 

201 193 193 197 195 198 199 196 200 202 
195 203 

25 24 24 24 24 24 24 24 24 24 
24 

24 

19 22 23 23 23 23 24 24 24 24 
24 

24 

430 427 425 429 430 433 433 429 433 433 
408 

422 

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4

その他

個人市民税

法人市民税

固定資産税

都市計画税

（単位：億円）
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歳出内訳（目的別）の推移

81 73 74 75 79 76 81 79 94 96 98 94 

283 265 272 297 309 318 327 340 346 351 347 365 

107 
89 74 

70 73 76 76 80 
82 85 98 107 47 

43 37 
37 34 32 32 33 

31 30 32 
31 92 

98 109 94 96 115 114 
140 124 117 110 

114 
28 

27 28 26 
34 

30 31 
30 32 34 41 

35 

66 
63 65 75 

76 
83 71 

85 80 77 78 
123 

66 
62 65 65 

61 
59 60 

59 57 53 53 

52 

19 
16 14 16 

16 
17 16 

16 17 16 15 

15 

789 
736 738 755 778 

806 808 
862 863 859 872 

936 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4

公債費

総務費

民生費

衛生費

商工費

土木費

消防費

教育費

その他

（単位：億円）

歳出内訳（性質別）の推移

156 147 142 146 152 157 160 153 163 167 171 166 

120 118 127 132 137 137 147 145 148 146 160 167 
13 11 11 9 7 7 8 7 10 12 11 13 

175 165 167 170 174 182 186 200 204 206 204 213 
69 

63 62 71 71 75 75 84 
94 106 109 113 

77 
69 64 66 76 

93 77 
128 98 91 88 

114 

66 
62 64 

65 
61 

59 61 

59 57 53 53 
52 

67 
61 65 

66 
72 

72 68 

60 64 47 46 
47 

46 
40 36 30 

28 
24 26 

26 25 31 30 

51 

789 
736 738 755 778 

806 808 
862 863 859 872 

936 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4

その他

人件費

物件費

維持補修費

扶助費

補助費等

普通建設
事業費

公債費

繰出金

（単位：億円）
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「ふれあい」の大切さを共有し、市民自治の 

シンボルとするため、「市民ふれあい都市」を

宣言しました。人と人とのつながりを深め、

市民協働により、ふれあいあふれる厚木市を

つくっていきましょう。
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